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Ⅰ　緒　　　言

国土の約７割を占める中山間地には，高齢化の進

行と耕作放棄地の増加により，将来の存続が危ぶま

れる地域や集落が多数存在している．このため，日

本における農業の持続的発展と農地の維持には，中

山間地域農業の活性化と振興が重要とされ，多くの

研究が実施されてきた．しかしながら，中山間地域

農業の有効な振興策は見いだされておらず，依然と

して，日本農業における大きな課題の一つである．

中山間地域農業の活性化を考える上で重要な概念

の一つは，“地域特性”であると考える．地域特性と

は，地域が有する多様な地域資源によるものであり，

気候は農業に関わる重要な地域資源である．そして，

農業と気候は密接に関わりあう事象で，古くから地

域の気候を農業に利用することの重要性が指摘され

てきた40, 68）．また，地域特有の局地気象と地域農業

との関係も数多く論じられている29, 30, 32, 33, 34, 38, 64）．

特に，多様な地形に起因する中山間地域の気候特性

は，有益な地域資源として活用できると考えられる

ことから，多様な農地の気候特性に応じて，作型や

栽培法，そして作物立地配置を実践する事が，中山

間地域農業活性化の有効な方策の一つになる．

気候特性を農業に活用するには，地域の気象状況

を把握する必要があるが，それには，気象を面的に

表すメッシュ気象図の利用が有効である．山田

（1993）75）によると，作物の適地判定のほとんどに

メッシュ気候値が利用され，1993年の時点で，公立

農業関係試験研究機関の１／３以上がメッシュ気候

値を開発・整備し，作期や作付けの計画，適地判定

などに利用している．さらに，1993年の気象業務法

の一部改正により，多くの企業が気象情報を扱える

ようになり，メッシュ気象情報を提供する企業が存

在する．また，１㎞メッシュの気候値とアメダスの

観測値とを組み合わせた，リアルタイムメッシュの

作成手法も確立されている58）．これらのようにメッ

シュ気象図は，既に広く利用されており，その利用

法について，幾つもの研究がなされている2, 55, 72, 73）．

メッシュ気温の推定手法には，数値モデルによる

方法と気温観測値の空間内挿による方法とがある

が，数値モデルによる方法では，膨大な計算機資源が

必要なうえ，物理法則に従って計算される気象値は，

地表の様々な要因が影響する実際の地上気温とは，

異なる場合がある．実際，気象庁の数値予報モデル

の予報値は，アメダス観測値からモデル計算値を補

正した，ポイント予報として発表される．

このため，現在のところ，農業利用を前提とする

メッシュ気象図の作成には，気温観測値を空間的に

内挿する手法が実用的である．気温観測値を空間内

挿する方法には，「地形因子を用いた重回帰法」と

「平年差の距離重み付け法」とがあり，栗原・村上

（1982）28）や気象庁20, 21）が「地形因子を用いた重回

帰法」を用いて，１㎞メッシュ気温図を作成してい

る．また，いくつかの研究で用いられてきたリアル

タイムメッシュ58）は，「平年差の距離重み付け法」

により作成されている．

現在多くのメッシュ気象図が利用されているが，

そのほとんどは，メッシュサイズが１㎞2以上のも

のである．しかしながら，地形が複雑な中山間地域

においては，近隣の場所でも適作物が異なる可能性

があり50），そのような条件における１㎞メッシュ気象

図の利用は適当ではない．このため，大原ら（1998）
48）は，中山間地域におけるホウレンソウの適地判

定を目的に，50ｍメッシュの数値地形情報を用いて，

50ｍメッシュの気温分布図を作成した．また高山ら

（1999）67）は，霜害予測技術の開発を目的に，局地

的な冷却強度を50ｍメッシュで推定している．そし

て，１㎞メッシュ図では，中山間農地の日射環境の

把握は難しいため，黒瀬ら（1999）33）は，50ｍメッ

シュの日射量分布図の作成法を開発し，日射量分布

と水稲との関係について論じている．このようなこ

とから，中山間地域の多様な気象条件を評価するに

は，50ｍメッシュ気象図が適切と考えられる．

一方，近年の地理情報システム（ＧＩＳ）や画像解

析ソフトの進歩は著しく，様々な数値地図情報の利

用が容易になっている．そして，それらを利用した

地域計画に関する様々な研究が進められている24）．

このようなことから，地域の気象評価には，ＧＩＳ

によるメッシュ気象図の利用が有効と思われる．

中山間地域のような複雑地形地では，局地気象が

発達しやすく，局地的な気象条件が農業生産に利用

できるのではないかと指摘されている32, 38）．そして，

多くの局地気象に関する既存研究で，斜面温暖帯や
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冷気湖等の特定の地形における気温の特徴が明らか

にされてきた．また，三浦ら（1980）42）や黒瀬ら

（1999）33），そしてEvansら（2000）9）の指摘のように，

日射環境の評価も，中山間地域のような複雑地形地

域の農業にとっては重要である．しかしながら，中

山間地域の多様な気象環境が，メッシュ気象図によ

り有効活用された実例は少ない．

中山間地域農業において，メッシュ気象図の利用

が進まない理由として，次の事が考えられる．まず，

現在最も多く利用されている解像度１㎞のメッシュ

気象図は，中山間地域の実際の気温や日射量を詳細

に描画できないため，中山間地域における，気温分

布や日射量分布の実態が不明瞭なことである．

次に，中山間地域で利用するメッシュ図の適切な

解像度とは何かという問題である．１㎞メッシュの

気温分布図と比較した場合，定性的に50ｍメッシュ

気温分布図の優位性が指摘されている50）が，50ｍ

メッシュ図の有効性を定量的に評価した報告はな

い．また，地表面に入射する日射量は，刻々と変化

する太陽位置毎の直達光の遮蔽状況により異なるた

め，中山間地域においては，１㎞メッシュよりも50

ｍメッシュの日射量分布図の利用価値が高い事に異

論はないであろう．しかし，最近多くの自治体で整

備が進められている，数ｍ解像度の地形情報による

日射量推定値の有効性について，定量的に評価した

研究はほとんどない．このようなことから，異なる

解像度のメッシュ図で把握される気象値の実態が不

明瞭なことも，メッシュ図の利用が進まない理由の

一つと考えられる．

そして，既存の50ｍメッシュ気象図作成法自体に

も，利用を妨げている要因がある．既存の50ｍメッ

シュ気温図作成には，自前の観測装置による現地気

温観測が必要なため，観測期間以外のメッシュ図作

成は困難であるとともに，測定で生じる誤差も，観

測者毎に異なる．このため，既存の50ｍメッシュ気

温図では，気候値としての評価や他地域の気候との

客観的な比較が困難である．

一方，50ｍメッシュ日射量図の作成では，直達・

散乱日射量の値が必要であるが，直達，散乱日射量

の測定には，日射計，遮蔽バンド，データロガー，

そして電源などが必要であり，コストだけでなく，

長期の観測では測器の維持管理も問題となり，容易

に任意地点の直達・散乱日射量を取得することは困

難である．このようなことから，任意地点の日射量

推定には，日本全国に観測地点が配置されているア

メダスデータの利用が実用的と思われる．

柴田ら（1987）60）が紹介しているように，日照時

間を用いた，月平均日積算日射量および月平均日積

算散乱日射量の推定手法が幾つか提案され，その推

定精度が検証されている．また，全天日射量を経験

式から直達・散乱日射に分離する研究もなされてい

る59）．しかし，栽培計画等の農業利用に用いるなら，

月ではなく，旬・半旬での推定が必要である．また，

既存研究による推定は，全天日射量をまず推定する

ことから，全天日射量の推定精度に大きく依存する．

このようなことから，アメダスの観測値を用いて，

月よりも短い期間の直達，散乱日射量の推定が，簡

便な手法で可能となれば，実際の農業現場において，

メッシュ日射量図の利用が促進されると考える．

さらに，メッシュ気象図の農業利用が進まない大

きな理由として，中山間地域農業におけるメッシュ

気象図利用に関して，具体的な指針が提示されてこ

なかった事が考えられる．既存研究33, 48, 50, 62）におい

て，気温および日射量の50ｍメッシュ気象図を作成

し，メッシュ気象値と特定の作物との関係について

論じられてきたが，中山間地域の多様な農地を対象

とした利用指針は明示されていない．また，河合ら

（2001）19）も，５年間の年平均気温の50ｍメッシュ

気象図を作成し，その営農利用について述べている

が，具体的な利用法に関する提案は行っていない．

このようなことから本研究では，中山間地域農業

におけるメッシュ気象図の利用促進を目的として，

農地レベルでの気象評価が可能な，50ｍメッシュ気

象図を作成し，中山間地域における気温と日射量の

実態を明らかにした．そしてさらに，異なる解像度

のメッシュ気象図の気象値を定量的に比較すること

で，中山間地域においてメッシュ気象図の解像度に

応じて考慮すべき点を提示した．また，既存の50ｍ

メッシュ図作成法の問題点を克服するため，新しい

メッシュ気温推定法および，従来の手法よりも簡便

な直達・散乱日射量時別値推定法を開発した．そし

て最後に，具体的事例により，中山間地域農業にお

けるメッシュ気象図の利用法を示すとともに，メッ

シュ気象図の利用に関する提言を行った．
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本論文で提示する，中山間地域の気候特性とその

農業利用法には，過去に提唱されたものと類似する

点もある．しかし，既報の多くは特徴的な事例のみ

に焦点をあてたもので，中山間地域農業の振興を目

的とする施策に活用された実例は少ない．本論文の

主目的は，メッシュ気象図により中山間地域の気象

を把握する手法を示すとともに，その利用法を具体

的に提示することで，様々な技術の現地導入策や，

新たな中山間地域農業振興策の提案に寄与すること

である．

Ⅱ　メッシュ気象図による中山間地域の気温評価

１　研究目的

中山間地域農業におけるメッシュ気温図の利用促

進には，複雑地形地域における気温分布の実態を明

らかにするとともに，異なるメッシュサイズで把握

される気象値の特徴に関する知見が必要である．ま

た，既存の50ｍメッシュ気温図では困難であった，

気候値としての評価を可能とする，新しい50ｍメッ

シュ気温図作成法が必要である．

そこで本章では，以下の研究について論じる．

①50ｍメッシュ気温分布図の作成方法

②50ｍメッシュ気温分布図による，中山間地域にお

ける気温分布の実態調査

③１㎞メッシュ図との比較による，50ｍメッシュ図

の有効性評価

④既存の気象観測網を利用した，気温推定法および

50ｍメッシュ気候図作成法の開発

２　50ｍメッシュ気温分布図の作成

１）作成手順

50ｍメッシュの気温推定は，全国の50ｍメッシュ

の数値標高モデルの入手が容易になったことから，

これまでに数例実施されてきた19, 48, 49, 62, 67）．

50ｍメッシュの気温推定値は，気温観測値を目的

変数，そして数値標高モデルによる地形因子等を説

明変数とする重回帰分析で導かれた，メッシュ気温

推定式により求められる．既存研究で用いられた，

重回帰分析の説明変数を第１表に示す．

本研究でも，50ｍメッシュの気温推定は，大原

（1999）50）が50ｍメッシュ気温分布図の作成に用い

た手法に従い，以下の手順で行った．

①メッシュ図作成地域における気温観測

②50ｍメッシュの数値標高モデルによる，説明変数

の作成
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③ステップワイズ重回帰分析による，50ｍメッシュ

気温推定式の作成と気温推定

④近傍４観測地点のメッシュ推定値と観測値との差

による，50ｍメッシュ気温の補正

２）気温観測装置の作成と測定精度の検証

50ｍメッシュの気温推定には，気温観測を多数地

点で行う必要があるが，多数地点の気温測定には，

費用や設置スペースの問題から，できるだけ簡易な

測定装置が必要である．そこで，大原（1999）50）が

考案した自然通風式の定点観測装置を自作し，メッ

シュ図作成地域において，気温観測を行った．自作

した気温観測装置は，測定値におよぼす日射の影響

を小さくするための筒部と日除け板部とからなり

（第１図），筒部内には気温測定のための温度計（サ

ーモレコーダーミニRT-20S，タバイエスペック，

Ｗ47×Ｈ62×Ｄ19㎜）が設置されている．

日除けの筒部は，肉厚20㎜のウレタンフォームを

白色の硬質塩化ビニルで覆った配管用の円筒型断熱

材であり，日除け板部は筒部上面に，20㎝径の白色

プラスチック（下部を黒色塗装）製の日除け板２枚

と，この日除け板を取り付けた，直径１㎜の針金の

支持棒とで構成される．白色の断熱材は，表面で日

射をよく反射し，内部への熱伝導を防止して，設置

した温度計周辺の温度上昇を防ぐためのものである．

気温観測に用いる定点観測装置は，強制通風を行

っていないため，日射により，気温測定値に誤差が

生じる可能性がある．電源を必要としない自然通風

シェルターを用いた簡易な測定装置の報告例56）も

あるが，この場合でも，強制通風を行えないため，

日射の影響が懸念されている．そこで，自作した定

点観測装置の測定誤差を検証するとともに，日除け

内における，最適な温度計設置位置を決定した．

（１）方法

日除け内の温度計の測定誤差は，温度計の設置位

置や日除けの筒径だけでなく，日射や正味放射とい

った，放射環境と風速により変化する．そこで，筒

の内部径が76㎜と89㎜の２種，筒上面から温度計上

面までの上部長さが，４，８，12，15，20，25㎝の

６種，筒下面から温度計下面までの下部長さが，４，

７，20，25㎝の4種，計12種類の装置を作成し，最

適な筒の形状と温度計の位置を検討した．このとき，

上部長さを検討するときの下部長さは７㎝，下部長

さを検討するときの上部長さは12㎝に固定した．ま

た，日除けの設置高さは，内部の温度計の位置が地

上1.5ｍとなる高さとした．

観測は，1998年３月１～18日に，独立行政法人近

畿中国四国農業研究センターの気象観測露場で行

い，日射，風速のデータは，気象観測露場の観測デ
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第１図　定点観測装置の日除けの断面図



ータを用いた．放射収支計（EKO，CN－11）で正

味放射量を，通風式白金抵抗温度計（EKO，Pt100

Ω，４線式）で気温を測定した．

温度計の測定誤差は，通風式白金抵抗温度計で測

定した値と，日除け内の温度計で測定した値との差

である気温差で表した．本研究の全データは，１時間

平均値として求めた．また，各日除け内の温度計と

白金抵抗温度計は，予め恒温室で器差補正を行った．

（２）結果

非通風時の測定誤差は，日射や風速の影響を大き

く受けた．特に風速による影響は顕著であった．そ

のため，温度計の設置位置と測定誤差との関係を評

価する場合，まず，風速と測定誤差との関係を検討

する必要があった．測定誤差である気温差は，第２

図に示すように風速の影響を大きく受け，風速の増

加にともない小さくなり，風速３m/s以上でほぼ一

定となった．このことから，温度計の測定誤差は風

速３m/s以上と，３m/s未満の場合に分けて検討す

る必要がある．なお，図に示されている温度計の設

置位置は，上部長さ12㎝，下部長さ７㎝であるが，

測定したすべての設置位置において同様の結果とな

った．

風速３m/s以上と３m/s未満における，温度計の

日除け内の設置位置と測定誤差との関係を第３図に

示す．測定データは，日中の全測定値の平均値を示

した．４～25㎝の上部長さでは，12㎝程度までは，

長くなるほど日射の影響は小さくなり，測定誤差は

小さくなった．とくに風速が弱い場合12㎝未満の測

定誤差は大きくなった．

２～20㎝の下部長さでは，設置位置の違いによる

差は認められず，測定誤差の大きい風速３m/s以下

でも各設置位置の差はわずか0.1℃以下であった．下

部長さは，できるだけ風の流れを阻害しないと同時

に，日中の日除け内の昇温を防止するため，地面か

らの反射日射の筒部内への入射をできるだけ防ぐ必

要がある．よって，これらのことを考慮して，下面

からの入射を半減でき，筒径とほぼ等しい７㎝を下

部長さとした．

以上の結果から，温度計の長さが約６㎝であるの

で，温度計上部長さを12㎝，下部長さを７㎝として，

日除けの長さを25㎝とするのが最適と判断された．

断熱材の径の違いによる測定誤差を第４図に示

す．供試した内径76㎜と89㎜では径の違いによる差

は認められなかった．よって，76～89㎜の間では径

の違いが測定値におよぼす影響はないと考えられる．

日射の影響がない夜間は，日除け内の温度計の測

定値は外気温よりも低くなり，その測定誤差も風速

の影響を受けた．夜間の正味放射強度と測定誤差と

の関係を第５図に示す．風速が１m/s以上のときの

測定誤差は－0.6℃程度のときもあったが，平均値で

は－0.2℃であった．そのため，風速が１m/s以上で

あれば，放射冷却が測定誤差に及ぼす影響は小さい

と判断された．しかし，風速１m/s以下のときには，
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第３図　温度計の設置位置と気温差との関係

第２図　風速と気温差との関係



放射冷却が大きくなるにしたがって測定誤差が増大

し，最大値で－1.4℃，平均値で－0.4℃の測定誤差

が生じた．日除け内の気温が外気温よりも0.5℃以上

低くなるような気象条件は18日間の観測のうち８時

間程度であったので，最低気温を月平均で評価する

場合は，それほど大きな影響ないと考えられる．

３）50ｍメッシュ気温推定法

（１）現地気温観測

気温推定式の作成に必要なデータを取得するた

め，50ｍメッシュ気温図作成地域の多数地点で，気

温観測を実施する必要がある．必要な観測地点数は，

ステップワイズ重回帰分析で選択される変数の数が

４個程度と想定されることから，最低でも40地点以

上は必要と考えられる．

自作した気温観測装置の測定誤差は，日射量と風

速により変化するため，設置地点は，測定誤差のバ

ラツキが小さくなるように，風通しがよく，日の当

たり方が同じような地点を選んだ．温度計は予め恒

温室で器差の校正を行い，測定値の補正をした．さ

らに，データ回収時に観測装置が倒れているなど，

異常値が測定されている可能性があると判断された

データは除外した．測定値は５分毎に記録した．

中山間地域のような複雑地形地では，観測地点毎

の最高，最低気温の出現時間は，観測地点の地形に

より異なり，最高・最低気温出現時の天候は地点に

より異なる可能性がある．このため，時間別の最高，

最低気温を用いると，メッシュ気温推定式の作成に

おいて，地形だけでなく，天候の違いも影響し，地

域の多様な地形に応じた気温分布とならない可能性

がある．そこで，最高・最低気温出現時における気

象条件の違いによる影響を小さくするため，分析に

用いる観測値は，全観測地点の最高，最低気温の出

現時間を代表する同じ時間帯の値とした．実際には，

最高気温は12～15時の平均気温，最低気温は２～５

時の平均気温で代用した．

（２）重回帰分析の説明変数

50ｍメッシュの気温推定式は，現地の気温観測値

を目的変数，そして標高の数値情報より作成した地

形因子を説明変数とするステップワイズ重回帰分析

により作成される．本研究で用いた説明変数は第２
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第５図　夜間の正味放射強度と気温差との関係

第４図　内部径が異なる場合の日射量と気温差との関係



表の10種で，説明変数を求める数値地形情報として，

国土地理院の数値地図50ｍメッシュ（標高）を用い

た．ただし，緯度，経度はメッシュの行番号，列番

号であるので，単位は記していない．また，説明変

数の計算範囲であるＲは，高山ら（1999）67）のよう

に１～60とした．計算範囲がＲとは，観測地点のメ

ッシュから，東西南北にＲ個のメッシュをとった正

方形，すなわち（2×R＋1）2個のメッシュを対象と

して，説明変数を求めることを意味する．

本研究で用いた説明変数は，栗原ら（1982）28）の

用いた地形因子の他に，新たに定義した“傾斜の通

過頻度”，“水域度”を説明変数として加えている．

さらに，気温への影響が大きい日射量も説明変数と

していることが特徴である．これは，従来の50ｍメ

ッシュ図における最低気温の推定精度は低く，改善

が必要であるという指摘50）に対応するためである．

最大傾斜の通過頻度，水域度，そして日射量の定

義と，説明変数とした理由は次の通りである．

最大傾斜の通過頻度を説明変数としたのは，松村

ら（1988）39）やLaughlinら（1990）35）が霜害危険地帯

の検出に用いたように，多くのメッシュを通過する

傾斜の軌跡が集まる地点は，冷気が集まり低温にな

りやすいと考えたことによる．そして，最大傾斜の

通過頻度は，全メッシュを最大傾斜方向へ傾斜度が

０になるまで辿った時に，対象メッシュに集まる軌

跡が通過してきたメッシュ数の合計値と定義した．

１㎞メッシュの平均気温の推定で，広島県および

その周辺の気温分布が瀬戸内海の影響を受けること

が示唆されている28）．また，水域が地域の気温に影

響を及ぼすという報告がある22, 44, 77）．そのため，大

きな河川や多数の溜池を有する地域では，水系が気

温に影響を及ぼすと考え，地形因子の一つである海

度のように，地域内に占める水系の割合を水域度と

定義し，説明変数として加えた．そして水域度は次

の方法で求める．まず，国土地理院の数値地図

25000より水系のラスターデータを作成し，このラ

スターデータを５ｍメッシュでリサンプリングす

る．次に，50ｍメッシュ毎に水系データに分類され

る５ｍメッシュの数を計算し，この数を水域度と定

義した．

日射量は，計算範囲内の日射量の合計値として定

義した．日射量を説明変数としたのは，日射が日中

の気温に影響を及ぼすと考えられる57）ためである．

また，50ｍメッシュ日射量は，直達，散乱日射量の

観測値から，黒瀬ら（1999）33）の方法で求めた．

水域が気温に影響を及ぼすと考えられることから，
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第２表　ステップワイズ重回帰分析に用いた説明変数

説明変数の範囲Ｒは１～60とした。また，ΔHは－30～30ｍ（10ｍ間隔）とした



説明変数に水域度を加えたが，他の土地被覆も気温

に影響を及ぼす可能性はある．しかし，中山間地域

の土地利用は多様であり，様々な土地被覆が狭い範

囲に混在している．このため，中山間地域に存在す

るそれぞれの土地被覆を分類し，周辺気温に影響を

及ぼす変数とする事は難しいと考え，水系以外の土

地被覆は説明変数としなかった．樹林地は分類可能

と思われるが，中山間地は山地が地域の大部分を占

めることから，樹木がメッシュ間の気温の差に及ぼ

す影響は小さいと考え，説明変数とはしなかった．

（３）気温推定式の作成

ステップワイズ重回帰分析は，統計ソフトのＳＡ

Ｓを用いて行った．ＳＡＳによるステップワイズ重

回帰分析では，説明変数の追加，除去を判断するた

め，第１種の誤りの確率が用いられる15）が，この

値の違いにより，選択される説明変数や決定係数は

異なる．そのため，実際の重回帰式の作成では，選

択される説明変数の数が多すぎた場合，Ｒ値の異な

る同じ説明変数が複数選択され，さらにそれらの偏

回帰係数の正負が逆の場合，または，これまでに報

告されている地形と気温との関係から，選択された

偏回帰係数の値の正負が明らかに誤りであると思わ

れる場合は，第１種の誤りの確率の値を変え，決定

係数が0.7程度以上で，かつ妥当と考えられる説明変

数が選択された重回帰式を，気温推定式として採用

した．

（４）50ｍメッシュ気温推定法

重回帰分析による50ｍメッシュ気温推定値は，与

えられた説明変数による推定式から求められる．し

かし実際には，用いられた説明変数以外も，気温に

影響を及ぼすため，推定値は必然的に誤差を含む．

そこで，次式で求まる補正値（ΔT）で，メッシュ

推定値（Tc）を補正し，50ｍメッシュ気温（T）を

決定した．

ΔT＝ （ ＋ ＋ ＋ ）

l＝ ＋ ＋ ＋
1
l 4

1
l 3

1
l 2

1
l 1

Δt4
l 4

Δt3
l 3

Δt2
l 2

Δt1
l 1

1
l

T＝Tc＋ΔTp

ここで，Δt1・2・3・4は，補正値を求める任意の

メッシュの近傍４地点における，推定値と観測値と

の差．l1・l2・l3・l4 は補正値を求める任意のメッシ

ュの近傍４地点までの距離である．

３　中山間地域の気温分布

１）調査方法

中山間地域における気温分布の実態を明らかにす

るため，旧岡山県御津郡加茂川町（以下加茂川町）

と，その周辺地域を含む東西約17㎞，南北約21㎞の

範囲を対象として，50ｍメッシュ月平均気温分布図

を作成した．さらに，加茂川町で明らかとした気温

分布の特徴が，他の地域においても同様であるかを

検証するため，島根県大田市と旧島根県邑智郡邑智

町（以下邑智町）の２カ所において，50ｍメッシュ

月平均気温分布図を作成し，気温分布調査を行った．

加茂川町は，およそ北緯34.79度～34.97度，東経

133.69度～133.88度の範囲にあり，岡山県のほぼ中

心に位置する．加茂川町は，第６図のように，標高

約60～670ｍの起伏の激しい複雑な地形をしており，

町の北東部には川幅約100ｍの旭川，南部には川幅

約50ｍの宇甘川があり，旭川水系分として豊岡川が

東流し，宇甘川からは加茂川が南流している．第６

図は国土地理院の数値地図50ｍメッシュ（標高）に

よる地形と，気温観測地点（十字印）を図示したも

のである．観測装置の設置数は120地点で，観測は

1999年４～12月に行った．

大田市の調査地域は，北緯35.032度～35.094度，

東経132.400度～132.477度の範囲で，大江高山を有

する標高約100～800ｍの地域である．一方，邑智町

の調査地域は，北緯35.031度～35.094度，東経

132.542度～132.619度の範囲で，江の川流域を含む

標高約30～500ｍの地域である．また，江の川流域

では，古くから桑栽培が盛んであった．両調査地域

の中心地点の距離は14㎞で，調査地域の広さは，ど

ちらも約６×６㎞である．

大田市および邑智町の調査地域は，加茂川町内に

存在するのと同様の地形的特徴を有する．すなわち，

大田市の調査地域は，地形の起伏が激しい低標高域

から山頂部に至る，加茂川町の大平山周辺や本宮山
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周辺と同様の地形を有し，邑智町の調査地域は，加

茂川町の宇甘川，旭川周辺と同様，谷底部に比較的

大きな河川を有する地域が存在する．数値地図50ｍ

メッシュ（標高）による，大田市と邑智町の地形，

および気温観測地点を第７図に示す．

定点観測装置の設置地点数は，大田市で55地点，

邑智町で50地点，そして観測期間は，両地域とも

2002年４～10月であった．

２）気温地点間差の季節変化

定点観測の結果，加茂川町には，月により，月平

均最高気温で約４℃，月平均最低気温で約２～５℃，

月平均気温で約３℃の気温地点間差が存在していた．

加茂川町内に存在する月平均気温差，月平均最高

気温差，そして月平均最低気温差の各月の変化を第

８図に示す．第８図は気温の月平均値が最も高い10

地点の平均値と，最も低い10地点の平均値との差を

図示したものである．このとき，10地点の平均値と

したのは，１地点だけでは，局所的な影響が大きく

現れ，地点間差の概要を表していない場合があるた

めである．図のように，月平均最高気温の地点間差

に，季節的な特徴は認められないが，月平均最低気

温の地点間差は，夏季に小さく，その他の季節に大

きくなる傾向が認められた．また，月平均気温の地

点間差は，月平均最低気温の地点間差が大きくなる

月にわずかに増加したが，大きな変化は認められな

かった．

気温観測地点の標高と，月平均最高気温および月

平均最低気温との関係を第９図に示す．第９図は，

100ｍ単位の標高が等しい地点における，気温と標

高の平均値を示したものである．図のように，月平

均最高気温は，全ての月において，標高が低い地点

ほど高かった．一方，月平均最低気温は，６～９月

の夏期に，月平均最高気温と同様，標高の高い地点

ほど低かったが，夏期以外は，標高の高い地点と河

川近くの地点で高く，標高300ｍ付近の起伏の激し

い地形の複雑な地点で低かった．そして，月平均気

温は，月平均最低気温と同様の傾向を示した．
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第７図　大田市（上図）と邑智町（下図）の調査地域の

地形

（Ｍ：大江高山，十字印：気温観測地点，白線：

江の川本流界，白ポリゴン：桑畑）

第６図　加茂川町の地形と気温観測地点（十字印）



このような気温分布の特徴を示した理由は，日中

と夜間の気温の特徴が異なるためと考えられる．地

表面で暖められる日中の大気は，垂直方向の拡散が

大きく，標高の影響を強く受けるため，月平均最高

気温は，標高の高い地点で低く，標高の低い地点で

高くなる．一方，夜間の大気は，地表面の放射冷却

により冷やされるため安定しており，高さ方向への

拡散は小さい．このため，月平均最低気温は，標高
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第８図　加茂川町内に存在する月平均気温差の変化

第９図　定点観測地点の標高と気温の関係



以外の地形の影響を強く受け，地形の起伏が複雑な

地点ほど低かった．そして，夜間の大気は，放射冷

却の強まる時期ほど安定しており，夏期とそれ以外

の時期で，異なる傾向を示した．また，夏期の月平

均気温は，日中の気温の影響を強く受け，標高の高

い地点で低く，標高の低い地点で高くなったが，春

秋期の月平均気温は，日中の気温の影響が夏期ほど

強くないため，標高と気温との相関は低く，地形が

複雑な地点で低かった．

３）最高気温分布の実態

定点観測値を目的変数とする重回帰分析で作成し

た気温推定式から，月平均最高気温の50ｍメッシュ

分布図を作成した．その結果，定点観測と同様，４

～12月の月平均最高気温分布は，全ての月で同様の

傾向を示した．メッシュ気温推定に用いた重回帰式

の自由度調整済み重相関係数と，50ｍメッシュ気温

推定式の標準誤差は第３表のとおりで，作成した月

平均最高気温分布図は，加茂川町における観測年の

気温分布状況をよく表していると考えられる．

気温推定式となる重回帰式の標準偏回帰係数よ

り，選択された説明変数が気温におよぼす影響の大

きさが判断できる．そこで，重回帰式に選択された

説明変数と，その標準偏相関係数を評価した．各月

の重回帰式に選択された説明変数で，標準偏回帰係

数が最大のものを第４表に示す．表中の記号が示す

説明変数は，第２表に準じ，記号の括弧内の数字は，

説明変数における計算範囲Ｒの値である．

50ｍメッシュ気温分布図による，加茂川町の月平

均最高気温分布調査の結果，４～12月の月平均最高

気温分布の特徴は，全ての月で同様の傾向を示し，

標高が低いメッシュほど高かった．そして，10月を

除いて標準偏回帰係数の絶対値が最も大きかったの

は平均標高であった．特に，４～８月の平均標高の

単相関係数は0.83～0.88で，平均標高だけでも夏期

の月平均最高気温分布の特徴をよく表した．10月の

メッシュ気温推定式において，最も標準偏回帰係数

が大きかったのは開放度であったが，平均標高との

差はわずかであった．さらに，選択された説明変数

で最も寄与率が高かったのは平均標高であった．こ

れは，標準偏回帰係数の最も大きな変数ではなかっ

たが，10月の月平均最高気温分布に最も大きな影響

を及ぼした要因と判断される．これらのことから，

月平均最高気温分布に最も影響の大きな要因は，季

節によらず平均標高と考えられる．

新たな説明変数として定義した日射量，傾斜の通

過頻度，そして水域度のうち，６～９月と11月に日

射量が月平均最高気温の重回帰式の変数として選択

された．日射量を説明変数とせずに夏期の月平均最

高気温の重回帰分析を試みた結果，平均標高と，Δ

Hの値が異なる開放度が変数として選択された．し

かし，自由度調整済み重相関係数の変化はわずかで

あった．このことから，日射の影響は開放度で十分

代用可能であり，日射量を説明変数とする必要性は

低いと考えられる．また，傾斜の通過頻度と水域度
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第３表　４～12月の月平均最高気温の推定に用い

た重回帰式の自由度調整済み重相関係数

と推定値の標準誤差

第４表　重回帰式に選択された，標準

偏回帰係数が最大の説明変数

と単回帰係数



が重回帰式の変数として選択された月はなかった．

加茂川町において，月平均最高気温分布を決定す

る最大の要因は，季節に関係なく平均標高で，平均

標高の高い地域ほど，月平均最高気温は低い傾向を

示した．このような月平均最高気温分布の特徴は島

根県の調査地域においても，同様であった．

４）最低気温分布の実態

定点観測と同様，50ｍメッシュ月平均最低気温図

による加茂川町の月平均最低気温分布は，春秋冬期

（４～５月および10～12月）と，夏期（６～９月）

とで異なる傾向を示した．メッシュ気温推定に用い

た重回帰式の自由度調整済み重相関係数と，推定値

の標準誤差は第５表のとおりで，作成した月平均最

低気温分布図は，加茂川町における観測年の気温分

布状況をよく表していると考えられる．

月平均最高気温と同様，各月の月平均最低気温の

重回帰式に選択された説明変数で，標準偏回帰係数

が最大の変数，そして，７月と12月の重回帰式に選

択された，全ての説明変数と標準偏回帰係数を第６

表，第７表に示す．

50ｍメッシュ気温分布図による，加茂川町の月平

均最低気温分布調査の結果，６～９月の夏期の月平

均最低気温は，月平均最高気温と同様，標高の高い

地点ほど低かった．そして，６～８月の重回帰式の

全てに選択され，標準偏回帰係数の絶対値が最大の

説明変数は，月平均最高気温と同様，平均標高であ

った．９月の標準偏回帰係数の値が最大の変数は標

高差であったが，気温観測値と作成された気温分布

図では，標高が高い地域ほど，気温は低かった．さ

らに，寄与率が最大の説明変数は，平均標高であっ

た．これは，標準偏回帰係数の絶対値が最大の変数

ではなかったが，９月の月平均最低気温分布を決定

する最大の要因は，平均標高と考えられる．これら

のことから，６～９月の夏期の月平均最低気温分布

を決定する最大の要因は，平均標高と考えられる．

夏期以外の月平均最低気温は，起伏が激しく，地

形の複雑な，標高300ｍ付近で低く，河川流域と標

高の高い地点で高かった．夏期以外の月に標高の高

い地点で月平均最低気温が高かったのは，気温の逆

転層の発達により，斜面温暖帯が形成されたためと

考えられる．そして，地形が複雑な標高300ｍ付近

で，気温の低い地点が現れたのは，放射冷却と複雑

地形による，局地気象の発達のためと考えられる．
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第５表　４～12月の月平均最低気温の推定に

用いた重回帰式の自由度調整済み重

相関係数と推定値の標準誤差

第６表　各月の月平均最低気温の重回

帰式に選択された，最も標準

偏回帰係数の大きい説明変数

及びその単回帰係数

第７表　ステップワイズ法で選択された説明変数とその

標準偏回帰係数



夏期以外の月平均最低気温の重回帰式に選択された

説明変数のうち，標準偏回帰係数の絶対値が最大の

説明変数は，４，５，12月で開放度，10，11月で標

高差であった．しかし，他の説明変数の標準偏回帰

係数と大きな差はなく，特に影響が大きいと考えら

れる説明変数はなかった．これらのことから，月平

均最低気温分布は，様々な要因が複雑に影響し，決

定されると考えられる．

加茂川町で観測された月平均最低気温分布の特徴

は，夏期と冬期で異なったが，島根県の調査地域に

おける気温分布の特徴は，５～10月のいずれの月で

も同様の傾向が認められた．第８表は，島根県の調

査における重回帰分析で選択された説明変数のう

ち，標準偏相関係数の絶対値が最大のものである．

表のように，各月の気温分布に最も影響が大きい

と考えられる説明変数に平均標高はなく，夏期であ

っても，地形の複雑さや土地被覆に関係する，傾斜

の通過頻度，傾斜度，開放度，水域度が選択された．

また，加茂川町の調査地域とは異なり，分布の特徴

に季節的な違いはなく，大田市の大江高山中腹では，

夏でも気温の逆転層がみられた．また，いずれの月

においても，斜面下部や谷底で気温は低く，斜面上

部，そして尾根や台地で気温は高かった．これは，

島根県の調査地域は，夏期であっても，観測期間中

の放射冷却は強く，地表面付近の大気が安定してい

たためと考えられる．このことから，月平均最低気

温分布の特徴は，地形だけでなく，気象状況，特に

放射冷却の強度により決定されると考えられる．

季節に関係なく，比較的標高の低い谷底部にある，

加茂川町の旭川および宇甘川の本流付近，そして，

邑智町の調査地域にある江の川本流付近は，月平均

最低気温の高い地域であった．これまでの研究によ

ると，斜面温暖帯の形成が認められる夜間の気温は，

標高の低い地域ほど低い29, 31）．しかし今回の観測で

は，標高の低い河川流域で月平均最低気温は高く，

月によっては，斜面温暖帯と同等と思われる気温が

観測された．河川流域の月平均最低気温が高い理由

として，河川の影響が考えられる．水系の影響を考

慮して説明変数とした水域度は，加茂川町の４，５，

６，９，12月，そして邑智町の５，６，７，８，９，

10月で，月平均最低気温の重回帰式の変数として選

択された．しかし，水域度を説明変数に加えなかっ
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第８表　各月の月平均最低気温の重回

帰式で選択された，標準偏回

帰係数最大の説明変数

第10図　50ｍメッシュ月平均最低気温分布図（上：大田

市，下：邑智町）



た場合の自由度調整済み重相関係数を比較すると，

その差はわずかで，水域度による重回帰式の顕著な

改善は認められなかった．しかし，河川流域で明ら

かに気温が高いことから，重回帰式における説明変

数の選択において，水域度の影響を他の説明変数が

代用している可能性がある．

そこで，谷底部の河川付近の気温分布を調査する

ため，大田市の調査地域と邑智町の調査地域の気温

分布を比較した．気温分布の比較は，上述したよう

に，放射冷却が強く，地域特有の気温分布の形成が

顕著であったと判断される，10月の月平均最低気温

分布について行った．

第10図のように，大田市の調査地域における10月

の月平均最低気温は，谷地形が多く，地形の起伏が

激しい，大江高山南東山麓で低く，大江高山の中腹

や稜線，そして，南側の開けた地域で気温は高かっ

た．一方，邑智町の調査地域における10月の月平均

最低気温は，大田市の調査地域と同様，斜面の上部

や台地で高く，谷底部で気温は低かった．しかし，

江の川本流を有する谷底部は，他の谷底部ほど最低

気温は低くなかったため，台地に挟まれる江の川南

東部の気温は，比較的高い地域となった．

両地域における，10月の月平均最高，最低気温分

布を標高別に整理したものが，第11図である．第11

図は，メッシュ標高を50ｍ毎に区切った場合に，等

しい標高域にあるメッシュ気温と，全メッシュの気

温平均値との差を気温偏差として，標高域内におけ

る各メッシュの気温偏差を平均した値である．大田

市の調査地域の最高標高は約800ｍあるが，550ｍま

でを図示している．これは，大田市の気温観測地点

の標高が，居住地域と農地のある，標高550ｍ以下

であり，観測地点よりも標高の高い地域の気温推定

値は，信頼性が低くなるためである．

また，メッシュ図作成地域における，標高域別の

開放度および傾斜の通過頻度の平均値を示したもの

が第12図である．各メッシュの開放度には，後藤

（1987）25）が定義する開放度を用いた．これは，説

明変数とした開放度よりも，後藤の開放度の方が，

地形の相対的な特徴を描写するのに適すると判断し

たためである．後藤（1987）25）の定義する開放度は，
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第11図　大田市（ａ）と邑智町（ｂ）の調査地域におけ

る10月の各標高域の気温偏差

第12図　大田市と邑智町の調査地域における各標高域の開

放度（ａ）及び傾斜の通過頻度（ｂ）の平均値



水平方向に一定距離まで視認できる角度の合計で，

本報ではその距離を500ｍとした．

大田市の最低気温は，標高域Ｅ１～４（300ｍ以

下）で低く，Ｅ５～９で比較的高い．大田市で最低

気温の低い，標高域Ｅ１～４の開放度はＥ５～９よ

りも小さく，開放度の平均はＥ５～９の約122度に

対して，Ｅ１～４は約47度，とくに開放度の小さい

Ｅ１，２を除くＥ３，４でも約69度である．このこ

とから，標高域Ｅ１～４において，比較的最低気温

が低いのは，開放度が小さく，冷気が堆積しやすい

地形が，大部分を占めるためと推察される．また，

標高域Ｅ５～Ｅ９において，標高の高い地域ほど最

低気温が高いのは，気温の逆転層の発達によるため

と考えられる．一方，邑智町の最低気温は，標高域

Ｅ６～９（251～450ｍ）の高標高域で，逆転層の発

達によると思われる気温分布がわずかに見られる

が，標高域間に，顕著な差はみられない．これは，

傾斜の通過頻度が，大田市に比べ小さいことから推

察されるように，大田市の調査地域とは異なり，各

標高域間において冷気の通過がなく，各標高域内に

おいて冷気の堆積が生じているためと考えられる．

そして，標高域間の気温の連続性が小さく，標高域

内で平均したため，標高域間の気温差は大きくなか

ったと考えられる．さらに，大田市の調査地域のよ

うに，標高の低い地域の最低気温が低くならなかっ

たことも，標高域間の気温差が小さい要因の一つと

考えられる．特に，最も標高の低いＥ１の地域は，

斜面下部と谷底部を有しており，本来は，大田市の

調査地域と同様，域内では，最低気温の低い地域と

なるはずである．しかし実際には，それほど最低気

温の低い地域とはならなかった．

標高域Ｅ１の最低気温が低くなかった理由とし

て，他の谷地形とは異なり，江の川本流付近の気温

が低くなかったためと考えられる．なぜなら，江の

川が，標高域Ｅ１の大部分を占めており，さらに，

第９表のように，10月の月平均最低気温の重回帰式

で水域度が選択されているためである．

そこで，50ｍメッシュ気温分布図から江の川本流

を有する谷底部を，次の手法で抽出した．まず，Ｇ

ＩＳソフトを用いて，江の川から距離1000ｍのバッ

ファーを作成し，そのバッファー内で，調査地域内

にある江の川の平均標高との差が50ｍ以下のメッシ

ュを谷底部のメッシュとした．バッファーを発生さ

せた距離を1000ｍとしたのは，1000ｍのバッファー

を用いれば，谷底部全体をカバーできる事が，ＧＩ

Ｓソフトで確認されたためである．また，除外する

メッシュを江の川の平均標高の50ｍ以下としたのは，

数値地図50ｍメッシュ（標高）の誤差が10ｍ程度あ

る43）こと，そして，調査地域内の江の川の平均標

高と最大標高の差が約20mあることから判断した．

谷底部のメッシュを抽出した結果，標高100ｍ以

下のメッシュの83％がバッファー内にあり，抽出し

たメッシュの90％が江の川本流から距離300m以内

の領域であることが明らかとなった．

重回帰式の変数に水域度が選択され，江の川本流

付近の月平均最低気温の高い理由として，江の川の

影響が考えられた．しかし，水域が気温に影響をお

よぼしたというこれまでの報告44, 77）は，河川では

なく湖沼に関するものである．またBlennowら

（1998）4）は，数種の地形因子，土壌，そして湖と河

川からの距離を説明変数として，気温測定値の重回

帰分析を試みた結果，夜間の気温の重回帰式に，湖

と河川からの距離は寄与しなかったと報告してい

る．さらに，メッシュ気温推定のための重回帰式の

変数は，与えられた説明変数から，気温観測値と最

も相関の高い組み合わせとして選択されるため，気

温に影響を及ぼしていると思われる説明変数が選択

されていない場合もある．例えば，開放度が，冷気

の堆積や気流の遮断状況だけでなく，日射の遮蔽状

況や地表面の放射状況を表す変数としても選択され

ている場合等である．また，邑智町の高標高域で逆

転層の影響が見られるにも関わらず，標高が重回帰

式に選択されていない理由も，標高の影響が開放度

で代用されているためと考えられる．このように，

実際に選択された変数とは異なる要因が気温に影響
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第９表　10月の月平均最低気温の重回帰式の説明変数

とその標準偏回帰係数（S.P.R.C）



している場合もあり，江の川が気温に影響したので

はなく，江の川で代表される他の要因により，気温

が高いとも考えられる．

しかしながら，黒瀬ら（1994）31）は，ランドサッ

トによる斜面温暖帯の観測で，河川流域のＶ字谷底

部は比較的最低気温の高い地域であったと報告して

いる．さらに田中ら（1983）66）は，上空の風速が２

～３m/sになると，台地上に比べ，谷底部の冷却が

弱くなると報告しており，さらにBlennow（1998）3）

は，天空率が小さい地点の最低気温は相対的に高か

ったと報告している．また，霧が発生すると放射冷

却が弱まり，気温低下が小さい32）ことが知られてお

り，河川を発生源とする霧による影響も考えられる．

大田市と邑智町の調査地域における，10月の月平

均最低気温分布と加茂川町の月平均最低気温分布の

調査結果，さらに，既存研究の結果から，河川が直

接気温を上昇させたと判断することは難しいが，斜

面に挟まれた谷底部における河川付近の最低気温

は，河川と谷地形が複合的に影響し，月平均最低気

温が高くなっていると推察できる．

５）平均気温分布の実態

各月の重回帰式に選択された標準偏回帰係数の絶

対値が最大で，６～９月の月平均気温分布の決定に

影響を及ぼす最大の要因は，月平均最低気温と同様，

平均標高と考えられた．４，５月の標準偏回帰係数

が最大の説明変数は，平均標高であったが，他の説

明変数の標準偏回帰係数との差は小さく，平均標高

が月平均気温分布を決定する最大の要因とは判断さ

れなかった．そして，10～12月の標準偏回帰係数の

絶対値が最大の説明変数は，開放度や標高差であっ

たが，他の説明変数の標準偏回帰係数との差は小さ

かった．これらのように，月平均気温分布は，月平

均最低気温分布と同様の傾向を示した．しかし，春，

秋，冬期における標高400ｍ以上の月平均気温は，

月平均最低気温ほど，地域内で気温の高い地域では

なかった．これは第９図のように，標高400ｍ以上

の月平均最高気温は，全ての季節を通じて低いが，

月平均最低気温は，逆転層の発達とともに，夏期に

低く，春，秋，冬期に高い傾向を示すためである．

そして，島根県においても，月平均気温分布は，月

平均最低気温分布と同様，地形の起伏や土地被覆状

況の影響が強く，多様な気温分布となる特徴をもっ

ていた．

６）結論

旧岡山県御津郡加茂川町，島根県大田市，旧島根

県邑智郡邑智町において50ｍメッシュ気温図を作成

し，気温分布を調査した結果，以下のような実態が

認められた．

①気象条件に関係なく，最高気温分布を決定する最

大の要因は平均標高で，平均標高の高い地域ほど

最高気温は低い傾向を示す．

②夏期のように放射冷却の弱い時期における最低気

温分布を決定する最大の要因は平均標高で，平均

標高の高い地域ほど，最低気温は低い傾向を示す．

しかし，放射冷却の強まる気象条件下では，冷気

流や逆転層などの局地気象の発達に寄与する地形

の影響が大きく，谷やくぼ地など，冷気の沈滞し

やすい地域で，最低気温は低く，斜面上部や尾根，

台地で，最低気温は高い傾向を示す．

③比較的大きな谷底部の河川付近は，放射冷却の強

い時期であっても，最低気温は高い．これは，水

系と谷地形の複合的な影響によると考えられる．

④月平均気温分布は，月平均最低気温分布と同様の

傾向を示す．しかし，逆転層の発達により最低気

温が高くなる，高標高域の平均気温は，放射冷却

の強まる気象条件でも，最低気温でみられたほど

には高くならない．

４　１㎞メッシュ気温図と50ｍメッシュ気温図の比較

１）方法

50ｍメッシュ気温分布図と比較する１㎞メッシュ

気温分布図は，気象庁のメッシュ統計値20）から作成

した．メッシュ統計値は，1961～1990年の気象観測

所の観測値による平年値から作成されたものであ

る．

比較する50ｍメッシュ図と１㎞メッシュ図とでは

作成年次が異なる．しかし，局地的な気候の年々の

変動は，半旬程度でも小さく23），また，大原（1999）50）

は，気温の地点間差に年次間で高い再現性があった

と報告している．これらのことから，データ年次は

相違するが，本研究の50ｍメッシュとメッシュ気候

値にもとづく１㎞メッシュは比較可能と判断した．
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１㎞メッシュ気温分布図と，50ｍメッシュ気温分

布図を比較するため，１㎞メッシュ気温分布図と50

ｍメッシュ気温分布図における気温を，第13図のよ

うに，標高域毎に比較した．さらに，両メッシュ図

の違いを面的に評価するため50ｍメッシュ気温分布

図において，１㎞メッシュに相当する縦20，横20メ

ッシュの気温の平均値，最高値，最低値を求めた．

２）月平均最高気温分布の比較

第13図は，７月と12月における，50ｍメッシュ気

温分布図と１㎞メッシュ気温分布図において，50ｍ

単位の標高値が等しいメッシュの気温平均値と標高

平均値との関係である．また，第14図は，１㎞メッ

シュ内における，50ｍメッシュによる７月の月平均

最高気温の地点間差と標高差の最大値である．

両メッシュ気温分布図による月平均最高気温は，

４～12月の全ての月において，ほぼ同様の割合で，

標高の低下とともに気温が高くなる傾向を示した．

このため，加茂川町の月平均最高気温分布は，１㎞

メッシュ気温分布図でも，50ｍメッシュ気温分布図

と同様の特徴が，把握できると考えられる．しかし

月平均最高気温は，標高の影響を強く受けるため，

１㎞メッシュ内の標高差が大きいほど，メッシュ内

の気温の地点間差も大きく，地域内の気温差が小さ

かった７月であっても，１㎞メッシュ内の月平均最

高気温の地点間差は，平均1.1℃，最大3.2℃あった．

このように１㎞メッシュ内には，地域によっては大

きな気温差が存在し，１㎞メッシュ気温分布図の気

温を農地に適用するには難点がある．

３）月平均最低気温分布の比較

７月と12月の１㎞メッシュと50ｍメッシュの気温分

布図において，50ｍ単位の標高値が等しいメッシュ

の気温平均値と標高平均値との関係を第15図に示す．

６～９月の夏期の月平均最低気温は，１㎞メッシ

ュ，50ｍメッシュともに，ほぼ同様の割合で，標高

の低下とともに高くなる傾向を示した．そのため，

夏期の月平均最低気温分布の特徴は，１㎞メッシュ

の気温分布図でも，50ｍメッシュの気温分布図と同
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1km 50m

第13図　50ｍメッシュ気温分布図および１㎞メッシュ気

温分布図による月平均最高気温と１㎞メッシュ

平均標高との関係（上段：７月，下段：12月）

第14図　１㎞メッシュ内の７月の月平均最高気温差と標

高差



様の傾向が得られると考えられる．ただし，全体的

な気温分布の傾向が等しい夏期であっても，月平均

最高気温と同様，第16図のように，１㎞メッシュ内

の気温差は大きく，１㎞メッシュ内における７月の

月平均最低気温の地点間差は平均0.7℃，最大で

3.9℃あった．第16図は，50ｍメッシュ標高値と，50

ｍメッシュ気温分布図による，１㎞メッシュ内にお

ける７月の月平均最低気温の地点間差と標高値の差

を示したものである．

１㎞メッシュ気温分布図による，夏期以外の月平

均最低気温は，標高の高い地域ほど低くなる傾向を

示すが，逆に50ｍメッシュ気温分布図では，標高の

高い地域で高かった．そこで，両メッシュ図に表さ

れる気温変化を比較するため，西部の大平山から，

地形の複雑な地域を通り，東部にある本宮山，そし

て旭川流域へと進む，緯度方向の幅が１㎞メッシュ

と等しい，北緯34°53′30″～34°54′0″・東経

133°41′15″～133°53′15″における，１㎞メッ

シュと50ｍメッシュの気温プロファイルを調査し

た．調査月は，もっとも気温地点間差の大きかった

12月とした．両図を第17図に，そして気温プロファ

イルを第18図に示す．第18図の横軸の距離は，最西

端（133°41′15″）から，気温偏差を求めたメッ

シュの中心位置までの距離である．

１㎞メッシュ気温分布図による月平均最低気温

は，標高の高い地域ほど低くなる傾向を示すが，50

ｍメッシュ気温分布図では，標高の高い地域で高い．

さらに，１㎞メッシュ気温分布図による気温の寒暖

の変化は小さく，標高の高い大平山，本宮山周辺の

気温は低い．一方，50ｍメッシュ気温分布図の気温

は，短い距離で大きく変化し，地形によっては地域

全体に生じるのと同程度の気温差が，１㎞程度の距

離に生じている．

気温の寒暖の変化が異なる理由は，メッシュ気温

分布図の作成に用いた，地形の解像度の違いによる

が，大平山や本宮山周辺の標高500m付近の両図の

違いは，１㎞メッシュ気温分布図に斜面温暖帯が表

れないためと考えられる．なぜなら，斜面温暖帯の

形成される標高は，地域によって異なる31）ため，
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第16図　１㎞メッシュ内の７月の月平均最低気温差と標

高差
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第15図　50ｍメッシュ気温分布図および１㎞メッシュ気

温分布図による月平均最低気温と１㎞メッシュ

平均標高との関係（上段：７月，下段：12月）



様々な地形に点在する気象観測所の観測値から，特

定の地域における斜面温暖帯形成時の気温と地形と

の関係を推測することは難しいと考えられるからで

ある．

斜面温暖帯の発生頻度は，その時期の放射冷却の

強度に影響を受ける事から，1999年は平年と比べ，

斜面温暖帯が発生しやすかった年であったという可

能性もある．そこで，1999年の天候が，平年と比べ

どのようであったかを岡山気象台の観測データから

調査した．その結果，1999年12月の快晴日は１日，

晴天日は20日であった．そして，1991～2000年の10

年間における，12月の快晴日は平均2.4日，晴天日は

平均16.7日であり，さらに1999年12月の月平均最低

気温は，平年と比べ約1.0℃高かった．このことから，

1999年は平年に比べ，とくに放射冷却が強い年で，

斜面温暖帯が平年よりも頻繁に発生した年とは考え

られない．これらのことから，既存の１㎞メッシュ

気温分布図は，斜面温暖帯の気温への影響を十分に

表しておらず，月平均最低気温分布の概要把握であ

っても，利用は難しいと考えられる．

４）月平均気温分布の比較

月平均最低気温分布と同様，６～９月の夏期の月

平均気温は，両メッシュ図とも，ほぼ同様の割合で，

標高の低下とともに高くなる傾向を示した．そのた

め，夏期の月平均最低気温分布と月平均気温分布の

特徴は，１㎞メッシュの気温分布図でも，50ｍメッ

シュの気温分布図と同様の傾向が得られる．ただし，

月平均最高気温，月平均最低気温と同様，１㎞メッ

シュ内の気温差は大きく，１㎞メッシュ内における

７月の月平均気温の地点間差は，平均で1.1℃，最大

2.0℃あった．

月平均最高・最低気温と同様，月平均気温分布の

概要として，７月と12月の１㎞メッシュ図と50ｍメ

ッシュ図において，50ｍ単位の50ｍメッシュ標高値

が等しいメッシュの平均値を第19図に示す．

図のように，夏期以外の１㎞メッシュ気温分布図

の月平均気温は，月平均最低気温のように，高標高
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第17図　12月の月平均最低気温メッシュ図（上：50ｍ，

下：１㎞，白線：プロファイル作成域）

第18図　12月の50ｍメッシュ気温分布図と１㎞メッシュ

気温分布図による，月平均最低気温プロファイ

ルの平均偏差（上図）及び標高



地域における顕著な気温上昇は認められなかった．

これは，第８図で示したように，標高の高い地域の

最低気温は高いが，最高気温は低いためと考えられ

る．このことから，50ｍメッシュの月平均気温分布

は，１㎞メッシュと同様に，標高の高い地域で低く，

標高の低い地域で高くなる傾向をもつが，その変化

は，１㎞メッシュ図に比べ小さい．

５）結論

加茂川町において，１㎞メッシュ気温分布図と50

ｍメッシュ気温分布図を比較した結果，月平均最高

気温分布，月平均気温分布，そして夏期の月平均最

低気温分布の概要把握に，１㎞メッシュ気温分布図

を利用することは可能と考えられる．しかし，春・

秋・冬期のように放射冷却の強まる気象条件下の１

㎞メッシュ気温分布図は，斜面温暖帯等の局地気候

を十分に表していないため，月平均最低気温分布の

概要把握の利用には難点がある．また，春・秋・冬

期の月平均気温分布は，最低気温分布の影響により，

標高の高い地域と低い地域との気温変化が小さい．

本章の結論として示した，50ｍメッシュ気温分布

図と１㎞メッシュ気温分布図との比較結果は，中国

中山間地域全般に当てはまる事象であると考えられ

る．ただし，１㎞メッシュ図と同様の傾向が見られ

る月平均最高気温であっても，１㎞メッシュ内に大

きな気温差が存在している．実際，加茂川町の和田

集落は，１㎞メッシュを用いた場合，２メッシュで

全域が覆われ，メッシュ間の差は小さいが，50ｍメ

ッシュでは，標高差にして200ｍ，12月の月平均最

低気温で２℃もの気温差が存在しており，このよう

な集落で，圃場単位の詳細な栽培計画の立案を，１

㎞メッシュ気温分布図で実施する事は困難である．

５　新しいメッシュ気温推定法の開発

１）目的

Bllennow（1998）3）や大原（1998）48）は，多数地

点に設置した自作の気温観測装置の気温観測値を目

的変数，そして地形因子を説明変数とするステップ

ワイズ重回帰分析でメッシュ気温推定を行った．ま

たLookingbillら（2003）36）も同様に，多数地点に設

置した小型温度計の観測によるメッシュ気温推定を

試みている．しかし，彼らの手法で作成されたメッ

シュ気温図は，一定期間の気温観測値から作成され

たものであるため，気候値としては扱えない．さら

に，固有の誤差を有する独自の観測装置の気温から

作成されたメッシュ図は，他地域との客観的な気温

の比較や，他の研究者による栽培試験結果の適用性

の判定等が困難なため，気候特性に応じた適切な作

目配置や栽培計画の立案に利用するには難点があ

る．このため，客観的な気候値としての評価が可能

な，50ｍメッシュ気候図が必要となる．

そこで本節では，近隣の気象観測所と推定地点と

の気温地点間差をモデル化する事で，既存の気象観

測所を利用した気温推定を可能とする，新しい気温

推定法を開発した．さらに本節では，開発した推定

技術を用いた，アメダス観測値に準じた気温の50ｍ
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1km 50m

第19図　50ｍメッシュ気温分布図および１㎞メッシュ気

温分布図による月平均気温と１㎞メッシュ平均

標高との関係（上段：７月，下段：12月）



メッシュ気候図の作成法とその利用法の一案を示す．

２）推定方法

（１）推定理論

本手法では，Dodsonら（1997）8）と同様，気温は

全て温位に変換する．これは，気温に影響を及ぼす

要因のうち，標高に準じる気温減率の影響を除去す

ることにより，メッシュ気温推定に必要な重回帰式

の精度向上が期待できると考えた事による．そこで，

理科年表による標準大気の定数を用いた式（１）か

ら気圧を推定し，気温を温位に変換した．

Ｐ＝Po（ ）･ ………………（１）

ここで，P：気圧，Po：海面気圧（1013.25hPa），

Tb：海面高度気温（288.15K），λ：気温減率（－

0.065K），z：推定地点標高（ｍ），m：乾燥空気の

分子量（0.02897kg/mol-1），g：重力（9.80665m/s-2），

Ｒ：気体定数（8.3143J/mol-1/K-1）である．

気圧の計算で用いた海面高度気温などは，地域や

季節により変化する．このため，式（１）で計算さ

れる気圧にもとづく温位は，現実の温位とは異なる．

しかし本手法は，正確な値よりも地点間差が重要で

あり，アメダスポイントと推定地点の気象が著しく

違わない限り，仮想の温位でも問題ないと判断した．

本手法は，アメダスの観測値から直接気温を推定

するのではなく，近隣のアメダスポイントと推定地

点との温位差をモデル化するものである．これは，

同時期における気温地点間差の変動は小さく，半旬

値であれば，２～３年程度の観測でその気候的特徴

は把握できること23），そして角野（1962）63）が，気

象台と推定地点との気温地点間差を，気象要因と地

形要因による値に分離して推定したことから発案さ

れた．また，海外においても，Svessonら（2002）65）

が，観測地点との気温差推定を試みている．

具体的に，本手法では地点間の温位差（Δθ）を，

式（２）のように２つの要素（推定地点要素

［Estimation Site Component：TESC］，基準地点要

素［Standard Site Component：TSSC］）に分離する．

Δθ＝TESC＋TSSC ……………………………（２）

mg
λR

Tb
Tb＋λz

これは，既によく知られているように，同じ気象条

件下であっても地形が異なれば気温も異なる6, 57, 66）

ためである．本研究では，角野（1962）63）が用いた

式を応用した，式（３）からTESC値を求めている．

TESC＝ （Δθd－［Δθd］） ……（３）

ここで，DAYS：推定期間の総日数，Δθd：ｄ日

における推定地点とアメダスポイントとの温位差，

［Δθd］：全推定値点におけるΔθdの平均値である．

本手法は，平均気温の地点間温位差を決定する２

要素の推定モデルは，最低気温と同様，放射冷却の

強度により変化するという仮定に基づく．そして，

最低気温は，放射冷却の強度により変化する6, 35, 66）

ことから，地点間温位差を構成する各要素値を，放

射冷却の強度を表す指標との関係から解析した．こ

れは，本章３節で述べたように，50ｍメッシュ月平

均気温分布図を用いて複雑地形地域の気温分布の調

査を行ったところ，月平均気温は，月平均最低気温

と同じ特徴を示したことによる．

（２）推定モデルの構築

ａ　解析データ

本推定モデル構築のため，２つのデータを解析に

用いた．まず第１に，設置密度が粗く，地点間の気

象の違いによる影響が懸念されるが，複数年の気象

データの取得が可能な，既存の気象観測所データ．

そして第２に，複数年のデータは得られないが，任

意の多数地点に設置でき，高密度の気温データが取

得可能な，自作の気温観測装置のデータである．

既存の気象観測所データとして，茨城県にある館

野高層気象台を地点間差の基準地点，そして館野高

層気象台から半径30㎞圏内にあるアメダスポイント

（土浦，筑波山，龍ヶ崎，下妻，我孫子）を推定地

点として選択した．そして，館野高層気象台と各ア

メダスポイントにおける，1991～2000年の観測値を

解析データとした．館野高層気象台と各アメダスポ

イントの標高および位置を，第20図と第10表に示す．

気温地点間差の基準地点として高層気象台を用い

たのは，気象状況，とくに放射冷却の強度との解析

に，高層気象台のレーウインゾンデ観測データを用

いるためである．また館野高層気象台は，全国の高

d＝DAYS

Σ
d＝1

1
DAYS
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層気象台のなかで，もっとも海岸から遠い地点に位

置し，海の影響を受けにくい地点にあること，そして，

日本のほぼ中心緯度に位置することから選択した．

また，推定地点としたアメダスポイントを半径30㎞

圏内から選択したのは，距離重み付けによる１㎞メ

ッシュの気温推定において，半径30㎞圏内にあるア

メダスポイントの利用が最適と報告されている58）

ことから，半径30㎞圏内であれば各地点間の気象の

違いによる影響が小さいと判断したためである．

高密度データにおける推定地点の気温として，第

21図に示す，広島県神石郡神石高原町の約110㎞2

（北緯34.713～34.807度，東経133.208～133.352度）の

範囲に設置した，本章２節の気温観測装置による観

測値を用いた．そして，地域の中心にあるアメダス

ポイント（油木）に設置した気温観測装置の観測値

を基準地点の気温とした．推定地点の数は22地点で，

観測は2004年６月～2005年10月に行った．
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第20図　館野高層気象台およびアメダスポイント

（背景：250ｍメッシュ地形図）

第21図　神石高原町における気温観測地点と50ｍメッシュ地形図

（１：第23図くぼ地底，12：第23図山頂）

第10表　各アメダスポイントの緯度・経度，標高，および館野高層気象台からの距離



地点間温位差を構成する２要素をモデル化するに

は，天候状態，とくに放射冷却の強度との関係を解

析する必要がある．そこで，上層気圧面と地上との

温位差として定義される，放射冷却強度指標

（RCS：Radiative Cooling Scale）という新しい気象

尺度を提案した．そして，この値が大きいほど接地

逆転層の発達が顕著で，放射冷却の強度が強いと判

断される．ＲＣＳは，毎日21時に，館野高層気象台

で得られる，レーウインゾンデ観測値における，

1000hPa面と地上面との温位差から，式（４）で数

値化した：

RCS＝θ－θG ………………………………（４）

ここで，θ：温位（Ｋ），θG：地上温位（Ｋ）であ

る．ただし，1000hPaという気圧面はレーウインゾ

ンデ観測におけるもっとも低高度の観測値であるこ

とから選択されたが，この指標は放射冷却の強度を

直接的な数値として表すものではない．なぜなら，

地上面の気圧が1000hpa以下である高標高地点にお

いては，放射冷却の強度を数値的に表す指標とはな

りえないからである．

館野高層気象台で数値化されたＲＣＳ値は，放射

冷却の強度を定量的に示すものではない．これは，

放射冷却の強度と気象との間には，同様の関係が成

り立つという仮定に基づき定義された，放射冷却の

強度に影響する天気の状態を測る尺度，すなわち

“Scale”である．

ｂ　TESCモデル

館野高層気象台とアメダスとの気温差から求め

た，各年の月別のTESC値は，同じ年であっても，変

動は大きく，放射冷却の強度により変化した．これ

は，放射冷却の強弱により，逆転層の発達，そして

冷気の堆積や流出による気温への影響が，地形によ

り異なるためと考えられる．また，同じアメダスポ

イントであっても，年，月によりデータのバラツキ

がある．これは，館野高層気象台とアメダスポイン

トにおける天候の差により生じたと考えられる．こ

のように，実際には天候の差によると思われるデー

タのバラツキが認められるが，ＲＣＳ値とTESC値と

は相関関係にあり，TESCの推定モデルを構築する場

合，１次モデルが適当であると思われた．例として，

館野高層気象台からの距離が等しく，地形的特徴が

異なる，筑波山と下妻におけるTESCとＲＣＳとの関

係を第22図に示す．

複数年データから，TESCの推定モデルとして，Ｒ

ＣＳ値による１次式が想定されたが，その妥当性を

さらに検証するため，広島県神石高原町の観測デー

タを用いて，TESC値とＲＣＳ値との関係を解析した．

放射冷却の強度とTESCとの関係を解析するには，

高層気象データのない地域において，ＲＣＳ値を算

出する必要がある．そこで，ＲＣＳ値を任意の地域

で求めるため，館野高層気象台のデータ（1991～

2000年）から，式（５）［重相関係数：0.877，標準

誤差：0.05K］を作成した．重回帰式で用いた各説

明変数は，放射冷却の強度と関係があると思われる

アメダスの気象要素の組み合わせにおいて，もっと
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第22図　TESCとＲＣＳ値との関係（Ａ：筑波山，Ｂ：下妻）



も推定精度の高かったものである．

RCS＝1.20Ｌ＋0.23Td－2.39＋4.69 …………（５）

ここで，Ｌ：月平均日照率，Td：月平均気温日較差

（℃），Ｗ：19～21時の風速の月平均値（m/s）であ

る．

式（５）は館野高層気象台における統計値である

が，放射冷却の強度と天気との関係は他地域でも同

様であると仮定することで，式（５）の他地域への

適用は可能と判断した．

2004年６～12月における，アメダスの気象観測値

から，式（５）を用いて推定したＲＣＳ値と，高密

度の気温観測値によるTESC値には，明らかな相関関

係が認められた．また，その傾きは，くぼ地や谷底

のように，夜間の気温低下が大きいと思われる地点

では負の傾き，山頂付近や斜面上部のように夜間の

気温低下が小さいと思われる地点では，正の傾きを

示した．そして，開けた平地ではほぼ傾きはゼロと

なる傾向を示した．例として，全観測地点のうち，

山頂部（第21図－ａ）と，周囲が斜面で囲まれたく

ぼ地底（第21図－ｂ）の観測点における結果を第23

図に示す．

複数年データと高密度観測データとから，TESC値

は，式（６）の１次式でモデル化できると判断され

た．そして，実際のTESC値の推定では，係数（α，

β）を半年程度の観測値から決定することにより，

推定地点のTESC値の推定式を作成する．

TESC＝α･RCS＋β …………………………（６）

ｃ　TSSCモデル

TSSCとＲＣＳ値との関係をみると，第24図のよう

に，相関関係が認められることから，TSSCはTESC同

様，放射冷却の強度の影響を受けると考えられる．

第24図は，館野高層気象台と神石高原町（油木アメ
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第24図　ＲＣＳ値とTSSC値との関係（Ａ：館野高層気象台，Ｂ：アメダスポイント油木）

第23図　神石高原町におけるＲＣＳ値とTESC値との関係（ａ：山頂，ｂ：くぼ地底）



ダスポイント）における，TSSCとＲＣＳとの関係で

ある．

このことから，TSSC値もＲＣＳとの相関式による

推定が妥当と考えられる．しかし，高層気象データ

が得られない地域で，本技術を任意の気象観測地点

に適用する場合，推定値であるＲＣＳを変数とする

ことになり，誤差の拡大が懸念される．このことか

ら，気温以外のデータが存在しない推定地点とは異

なり，他の気象データが存在する基準地点において

は，TSSC値の推定式として，式（５）と同様の説明

変数による，式（７）の重回帰式で直接推定する事

が妥当であると判断した．そして実際のTSSCの推定

モデルの作成では，式（７）における定数項（α，

β，γ，σ）を観測値より決定する．

TSSC＝α･L＋β･Td＋γ･W＋δ …………（７）

ｄ　推定精度の検証

本手法を用いて，2004年６～12月における，第21

図の22地点と基準地点との温位差から，TESCおよび

TSSCの月平均値の推定モデルを作成した．

TESCの推定モデル（第11表）を用いて推定した，

2005年１～10月のTESCの推定値と実測値との関係は

第25図で，推定誤差（RMSE：Root Mean Square

Error）は0.20Kであった．また，TSSCの推定モデル

を用いて推定した，2005年１～10月のTSSCの推定値

と実測値との関係は第26図で，その推定誤差

（RMSE）は0.07Kであった．そして，地点間温位差

（Δθ）の推定値と観測値が第27図である．

TESCの推定誤差は小さく，本手法によるTESCの月

平均値の推定は妥当であると考えられる．一方，

TSSCの相関係数は高くない（ｒ＝0.67）が，これは，

TSSC値の変動が約0.2Kと小さいためと考えられる．

そして，TSSCは，基準地点に及ぼす気象の影響（Ｒ

ＣＳ値）により決まる値であり，ＲＣＳとの相関が

明らかなことから，ＲＣＳによる変動が大きければ，
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第25図　TESCの推定値と観測値との関係

第26図　TSSCの推定値と観測値との関係

第27図　Δθの推定値と観測値との関係
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相関係数は向上すると思われる．実際，TSSCの推定

誤差は低く問題はない．さらに，Δθの推定精度も

実用的に問題のない値であることから，本手法によ

る月平均気温の推定は妥当であると考えられる．

３）アメダス観測値に準じた50ｍメッシュ気候図の

作成とその利用

本手法により，半年程度の現地観測を実施するこ

とで，アメダスポイントと気温観測地点との気温地

点間差をモデル化する事ができる．そして，統計的

に十分な観測地点を設ける事で，アメダス観測値に

準じた，50ｍメッシュ気候図の作成が可能となる．

そこで本項では，広島県北部の中山間地域において，

アメダスに準じた50ｍメッシュ気候図を作成した．

そしてさらに，中山間地域において有用であると考

えることから，中山間地域農業における50ｍメッシ

ュ月平均気温平年値図の利用法の一案を示す．

（１）メッシュ図作成地域

50ｍメッシュ気候図の作成は，広島県北部の三次

市君田町と庄原市口和町にまたがる，第28図の地域

（北緯34.845～34.955度，東経132.785～132.945度）で

実施した．

（２）地点間温位差推定モデルの作成

50ｍメッシュ図作成のための多数地点における気

温観測は，第28図の64地点に設置した，本章２節の

観測装置で実施した．また，地点間温位差の基準地

点として，調査地域の中心から南へ約10㎞離れたア

メダスポイント（三次）を選択した．観測期間は，

2004年５～11月および2005年４～８月であった．

2004年の観測値および2005年４月の観測値から地

点間温位差（Δθ）の構成要素であるTESCおよび

TSSCの月平均値の推定モデルを作成した．そして，

2005年５～８月のデータで推定精度の検証を行っ

た．このとき，地点間温位差の各構成要素の推定モ

デルの作成に，年次の異なる2005年４月のデータを

加えた理由は，つぎのとおりである．地点間温位差

を構成する各要素値は，放射冷却との関係からモデ

ル化されるため，推定モデルの作成には放射冷却の

第11表　各観測地点におけるTESCモデル

第28図　50ｍメッシュ平均気温平年値図作成地域の50ｍ

メッシュ地形図と気温観測地点（＋）



異なる時期のデータが必要である．しかし，2004年

は台風の通過が多く，観測装置の多数が破損し，

2004年のデータだけでは放射冷却が比較的顕著に現

れる春秋期のデータが不足していると判断したため

である．

第28図の64地点とアメダスポイントにおける気温

観測値とから，推定地点要素の推定モデルと，基準

地点要素の推定モデルを作成した．各要素の推定モ

デルを用いて，2005年５～８月のアメダスポイント

との地点間温位差を推定したところ，第29図のよう

に，0.24Kの誤差（RMSE）であった．

（３）平年値気温推定法

気象庁では連続する30年間の累積平均値を平年値

としているが，アメダスによる気温観測値は1979年

からである．そこで，気象庁のメッシュ気候値

200021）と同様の方法で，アメダスにおける1979～

2000年の平均値を1971～2000年の平年値に補正し

た．メッシュ気候値200021）では，各気象官署にお

いて月別に，30年平均値と1979～2000年の平均値と

の気温差を求め，この気温差をアメダスの1979～

2000年の平年値に加えることにより，30年平均値に

補正している．本報では，補正値を求める近隣の気

象官署として，調査地域とおなじ中国山地の気象官

署の中で，最も近隣に位置する，岡山県津山特別地

域気象観測所の観測値を用いた．

作成したアメダスポイントとの温位差モデルを，

過去のアメダス観測値に適用することにより，各定

点観測地点における1979～2000年の各月平均温位を

求め，この統計期間における平年値を求めた．そし

て，津山の観測値から作成した補正値を用いて，統

計期間30年の月平均温位を求めた．

（４）50ｍメッシュ月平均気温平年値図作成法

本研究で開発した手法を用いれば，任意の年にお

ける12ヶ月分の50ｍメッシュ図が作成可能である

が，本項はその作成方法を示すことが目的であるの

で，50ｍメッシュ図の一例として，作成地域におい

て主に農業活動が営まれている４～11月の月平均気

温図を作成した．

50ｍメッシュ図作成のためにまず，三次のアメダ

スデータから，1979～2000年における４～11月の月

平均温位を64箇所の気温観測地点について求め，さ

らに津山気象台による補正値を適用することで，月

平均温位平年値を求めた．そして各観測地点の温位

を目的変数として，本章２節と同様の方法で，50ｍ

メッシュ図を作成した．さらに，メッシュ図の温位

を式（８）により気温に変換し，第30図の50ｍメッ

シュ月平均気温平年値図を作成した．

………………（８）

ここで，θ：温位（Ｋ），Ta：気温（℃），Pz：推

定地点における気圧（hP a），Ｒ：気体定数

（8.3143J･mo l - 1 ･K - 1），ｍ：乾燥空気の分子量

（0.02897kg･mol-1），CP：定圧比熱（1005J･kg-1･K-1）

である．

この地域における４～11月の気温平年値は，13.0

～17.4℃で，調査地域内には4.4℃の平年値気温差が

存在していた．そこで，この地域が有する気候の差

が，日本のどの地域の気候と同様であるかを調査す

るため，各地方気象台における４～11月の平均気温

の平年値と比較した．その結果，この地域には，第

12表のように，北日本地域や，雲仙岳のように標高

の高い山岳地域と同様の気候であることが明らかと

なった．

Ta
θ 

1000
･ 

Pz
R
m･Cp

＝ －273.15
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第29図　地点間温位差の各要素値の推定モデルによる

2005年５～８月の推定結果



（５）中山間地域農業における50ｍメッシュ月平均

気温平年値図の利用法

作成した50ｍメッシュ図は，全国に展開されるア

メダスに準じた気温評価値であることから，全国の

産地における気候と，メッシュ図作成地域内の気候

とを比較することが可能である．また，過去の栽培

実績がなくても，50ｍメッシュ図から同じ気候をも

つ全国の産地と栽培事例とを検証することが可能と

なる．このことから，作成した50ｍメッシュ月平均

気温平年値図の利用法としてまず考えられる事は，

新規作物や栽培法の導入に関する検討資料としての

利用である．また，清野（1993）58）のように，気象庁

が開発した調和解析法を用いて，月別気温平年値を

日別気温平年値に変換できるため，大原ら（2005）51）

のように，他産地の作型を参考にした，対象地域に

おける作物毎の播種・定植から収穫までの期間推定

が圃場単位で実施できる．さらに，本手法は各年の

メッシュ気温を推定できることから，参考とする産

地との気温の年変動を比較することで，特定作物に

対して，気象災害の発生頻度や収穫量のシミュレー

ションが可能となり，新規作目の導入判定における

有用な資料になると考える．

４）結論

本節で示した，新しい気温推定法を用いる事によ

り，アメダス観測値に準じた，50ｍメッシュ月平均

気温平年値図の作成が可能となる．しかし，実際の

利用においては，平年値ではなく各年における，よ

り短期間の気温推定値の方が利用価値は高いと思わ

れる．本手法は，旬平均値における適用例は報告さ

れている69）が，日値の気温推定では精度が劣ると

考えられる．なぜなら，本報で紹介した手法は，重

要な変数となるＲＣＳ値を，統計的手法で推定して

いるためである．

このようなことから，農業上有益な温度情報であ

る，日平均気温や日最低気温の推定には，ＲＣＳ値

を統計的手法とは別の方法で推定する必要がある．

統計手法以外で有望なのは，数値モデルによりＲＣ

Ｓ値をもとめる方法と思われる．気象シミュレーシ

ョンにより，アメダスポイントとの気温差を求める

ことで，実際の気温観測なしに，アメダス観測値に

もとづく，高解像メッシュ気温推定が可能となるか

もしれない．これらについては，今後の課題であり，

研究の発展が期待される．
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第30図　50ｍメッシュ月平均気温平年値図

第12表　各気象官署における４～11月の平均気温

平年値



Ⅲ　メッシュ気象図による中山間地域の日射量評価

１　研究目的

中山間地域農業における，日射量のメッシュ気象

図の利用促進には，日射量分布の実態を明らかにす

るだけでなく，日射量のメッシュ図に関して，以下

の問題解決が必要である．

第一に，作成するメッシュ図のメッシュサイズに

関する問題である．気温と異なり日射は，地形と太

陽位置との幾何学的関係で決定されることから，中

山間地域の日射環境を評価するには，より解像度の

高い地形データを用いる事が有効と考えられる．現

在，全国的には，国土地理院の50ｍメッシュの数値

地形情報が利用可能であるが，中山間地域等直接支

払制度の開始にともない，数メートルメッシュに相

当する標高データを有する県もある．しかし，メッ

シュサイズが小さくなると，扱う情報量は増え，日

射量の計算やデータ管理等に要する費用や労力が大

きくなる．このことから，中山間地域の日射量評価

において，日射量推定値とメッシュサイズとの関係

に関する知見が必要である．

第二に，メッシュ日射量の計算に必要な，太陽位

置毎の直達，散乱日射量の取得方法の問題である．

現在のところ，直達，散乱日射量の観測地点は少な

く，任意地域における直達，散乱日射量の取得には，

直接の観測によるか，アメダス等の既存の気象観測

値による推定が考えられる．しかし現実には，電源，

用地，費用等，様々な制約があり，アメダスの気象

観測値を利用することが最適であろう．

本章では，中山間地域農業におけるメッシュ日射

量図の利用促進を目的に，以下の研究を行った．

①中山間地域における日射量分布調査

②５ｍメッシュの地形情報による日射量との比較に

よる，50ｍメッシュ日射量の有効性の検証

③アメダスの気象観測値による，直達，散乱日射量

時別値の月，旬，半旬平均値推定法の開発

２　中山間地域の日射量分布

１）調査方法

本研究では，旧岡山県御津郡加茂川町（現加茂郡

吉備中央町）において，全天日射量と散乱日射量の

観測を行い，その観測値から，第６図の範囲におけ

る，50ｍメッシュ月積算日射量分布図を作成した．

そして，作成したメッシュ図と，２年間の全天日射

量および散乱日射量の測定値とから，中山間地域の

日射量分布の実態を調査した．

メッシュ日射量の推定は，気象庁が作成したメッ

シュ気候値200021）のように，メッシュ毎の日照率

を用いて推定する手法72）と，黒瀬ら（1999）33）のよ

うに，数値地形情報から求めた日射の遮蔽状況を用

いて推定する，第31図のような方法とがある．

第31図の手法は，まず，各メッシュの遮蔽角，方

位角，天空率と，水平面直達，散乱日射量の値から，

斜面直達日射量および斜面散乱日射量を計算する．

そして，太陽方位と太陽高度から地形により直達光

が遮断されるかを判断し，直達光が遮断される場合

は，斜面日射量＝斜面散乱日射量，遮断されない場

合は，斜面日射量＝斜面直達日射量＋斜面散乱日射

量として，メッシュ日射量を推定する．
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第31図　メッシュ日射量の推定手順



本研究における50ｍメッシュ日射量の推定は，黒

瀬ら（1999）33）の手法を用いて作成した，メッシュ

日射量推定プログラムと，国土地理院の数値地図50

ｍメッシュ（標高）を用いて行った．

直達日射量と散乱日射量の値を得るため，全天日

射量と散乱日射量の観測を行った．観測は，加茂川

町の南東に位置する，周囲に太陽光を遮断するもの

がない，牧草地で行った．この牧草地に第32図のよ

うに全天日射計（MS-801，英弘精機）２台を設置

し，そのうちの一台に直達日射を遮断するための遮

蔽バンド（MB-11，英弘精機）を取り付けた．測定

は10秒ごとに行い，その30分平均値をデータロガー

（Greenkit-80，ESD）で記録した．観測は，1998年

９～11月，1999年５～11月に行った．

遮蔽バンドは散乱日射も遮蔽するため，散乱日射

量は，バンド幅，測定地点の緯度，そして測定日の

赤緯に応じた補正係数で，日射計出力値を補正した

値とした．赤緯の変化に応じた遮蔽バンドの調整は，

３日に一度行った．

直達日射量は，全天日射量の観測値から，散乱日

射量の観測値を差し引いた値とした．

２）日射量分布の実態

全天・散乱日射量の観測値から，50ｍメッシュ月

積算日射量分布図を作成した．そして，月積算日射

量分布図から求めた，月積算日射量の最大，最小値，

そして最大値に対する最小値の割合は，第13表のと

おりであった．計算された月積算日射量の最大地点

に対する最小地点の日射量割合は，５，６，７月は

約７割程度であったが，その後小さくなり，11月は

約２割程度となった．

同じ月を年次間で比較した場合，1999年10月に比

べ，1998年10月の日射量最大値に対する最小値の割

合は大きく，域内における日射量の地点間差は小さ

かった．この日射量の地点間差の違いは両年の天候

によると考えられる．第14表のように，1998年は

1999年に比べ日照率は小さく，天候が悪かったと判

断される．第14表の日照率データは，加茂川町に最

も近いアメダスポイント（岡山県福渡）の日照時間

データから求めたものである．

天候の違いが地域の日射量分布に及ぼす影響を見
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第13表　月積算日射量の最大値，最小値とその割合

単位は全て，MJ/m2･月

第32図　全天日射量（前）および散乱日射量（奥）の観

測装置

第14表　観測期間中の各月の日照率



るため，太陽高度がほぼ同じで，天候が大きく異な

った，1999年５月17日と18日の50ｍメッシュ日積算

直達・散乱日射量分布図を作成した．５月17日は日

照率0.78で天気が良かったと判断される日で，５月

18日は日照率0.00で天気が悪かったと判断される日

である．計算されたそれぞれの日の直達日射と散乱

日射の最大値と最小値を第15表に示す．直達日射量

は，天候の影響により大きく変化したが，散乱日射

量は，天候の影響をほとんど受けなかった．

加茂川町における調査結果から，中山間地域の日

射量分布は，以下のとおりであった．

①季節による太陽高度の低下にともない，月積算日

射量の地点間差は大きく増加する．

②散乱日射割合の大きい地点は，散乱日射割合の小

さい地点よりも，天候の変化による日射量の増減

は小さい．

３　５ｍメッシュ図と50ｍメッシュ図の比較

１）方法

日射量の計算に用いた数値地形情報は，国土地理

院の数値地図50ｍメッシュ（標高）と，広島県が，

中山間地域等直接支払制度に対応するため整備した

tinデータを，５ｍメッシュデータに変換したものを

用いた．tinデータとは，標高のサンプリング点を等

間隔格子点ではなくランダムに，あるいは地形の特

徴をよく反映するように選定し，そのサンプル点を

頂点とする三角形網とした地形データである．

５ｍメッシュと50ｍメッシュの地形情報による日

射量の比較は，広島県世羅郡の平坦部と，山間部の

平地および谷で行った．第33図は，この地域におけ

る，５ｍメッシュ標高図である．

本研究では，日射量推定値の差を％で評価するが，

これは，50ｍメッシュ日射量に対する，５ｍメッシ

ュおよび50ｍメッシュの日射量推定値の差の絶対値

割合である．

メッシュ日射量の計算に必要な，直達，散乱日射

量は，2001年のアメダスの日照時間データから，つ

ぎの方法で推定した．まず，気象庁がメッシュ気候

図の作成で採用している吉田・篠木（1978）76）の手

法を用いて，月平均日照率から月平均日積算全天日

射量を推定する．次に，Iqbal（1979）17）の手法を用

いて，散乱日射量を分離し，直達，散乱日射量の月平

均日積算値を求めた．そして，清野・内嶋（1985）59）

が見いだした，時角を変数とする，直達，散乱日射

の日変化曲線を用いて，10分毎の直達，散乱日射量

を推定した．

本研究では，作成した50ｍメッシュ日射量推定プ

ログラムを改良し，５ｍメッシュの月平均日積算日

射量を推定した．

２）結果

（１）平坦部における比較

日射量推定値の比較を行った平坦部は，東西南北

に約800ｍの広がりを持ち，四方を山に囲まれた地

域である．第34図は，この平坦部の航空写真である．

日射量の比較は，図中に記した平坦部の中心付近と，

東側，南側，西側，北側の斜面近くの50×50ｍの枠

Ａ～Ｅ内と，黒線上のメッシュにおいて実施した．
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第15表　５月17日と18日における，直達日射量と散乱日

射量の域内の最大値と最小値

単位は全て，MJ/m2･日

第33図　広島県世羅郡におけるメッシュ日射量推定地域

の５ｍメッシュ標高図

（１：平坦部，２：山間部平地，３：山間部谷）



各枠内における日射量の推定結果を第16表に示

す．第16表は，枠内における，５月と11月の50ｍメ

ッシュ日射量と５ｍメッシュ日射量の平均値，５ｍ

メッシュ日射量の最大値，最小値，そして標準偏差

を示したものである．さらに，枠内における，50ｍ

メッシュ日射量平均値に対する５ｍメッシュ日射量

平均値の比率を示している．また，５月と11月の値

を比較したのは，降雨と降雪の影響が小さく，太陽

高度の高低差が大きいと判断したためである．

第16表のように，近くに斜面があったとしても，

各枠の平均日射量の差は，太陽高度の高い５月では

数％，そして11月で最大約14％と，１割程度以下で

あった．しかし，南側斜面に近い，黒枠（第34図－

Ｃ）内においては，11月の50ｍメッシュ日射量

（6.68MJ/m2・日）に対して，５ｍメッシュ日射量

の最小値（3.84MJ/m2・日）は，約43％小さく推定

された．このように，地点によっては，50ｍメッシ

ュの地形情報で計算された日射量は，５ｍメッシュ

の日射量とは，大きく異なった．

太陽高度の高い５月は，東側，西側，南側に斜面

をもつ枠内において，日射のバラツキは大きかった．

しかし11月は，南側に斜面のある枠以外，日射のバ

ラツキは小さかった．これは，11月の日出没時の太

陽方位が，５月よりも南よりであるため，日射に及

ぼす斜面の影響が小さかったためと考えられる．

５ｍメッシュ毎に比較した場合，斜面近くでは，

40％程度の差が生じる地点があったが，平坦部の中

心付近（第34図黒枠Ａ内）の差は，５月で約1％，

11月で約17％と，斜面近くの地域よりも小さかった．
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第34図　平坦部の航空写真および日射量比較地点　（黒

枠Ａ～Ｄおよび黒線）

第35図　図34の線上における，５ｍメッシュと50ｍメッ

シュの月平均日積算日射量の差

第16表　黒枠Ａ～Ｅ内（図3.5）における，50ｍメッシュと５ｍメッシュの日射量推定値，および５ｍメッ

シュ日射量の標準偏差

日射量は，全て月平均日積算日射量（MJ/m2･日）



そこで，斜面からの距離と日射量推定値との関係を，

第34図の線上における日射量推定値で比較した．第

34図中の線は，標高差約60mの東側斜面から標高差

約60ｍの西側斜面，そして，標高差約100ｍの北側

斜面から標高差約70ｍの南側斜面への線である．

東西，南北方向の線上における，月平均日積算日

射量の推定値を比較したところ，第35図のように，

斜面から150ｍ程度以上離れると，日射量の差の絶

対値は，0.5MJ/m2・日以下となった．

（２）山間部における比較

山間部における，５ｍメッシュと50ｍメッシュの

日射量推定値の比較は，約150ｍ四方の広がりのあ

る平地と，北西から南東に伸びる，谷底との標高差

約60ｍの斜面に挟まれた，幅約50ｍの谷で行った．

第36図は，それぞれの地域の航空写真で，日射量推

定値は，図中の枠内の全域と，Ａ～Ｃおよびア～ウ

の５ｍメッシュについて比較した．平地の黒枠の一

辺は150ｍ，谷の黒枠の一辺は50ｍである．

第17表のように，平地における斜面近くのＣ地点

の日射量の差は，５月で最大約11％，11月で最大約

38％あった．そして，谷の斜面際（第36図－ウ）に

おける日射量の差は，５月で約17％，11月で約30％

あった．しかし，両地域の中心付近の差（第36図－

Ａ，ア）は，平地で約１％，谷で約3％と小さかった．

また，第18表のように，平地と谷における，日射量

近畿中国四国農業研究センター研究報告　第７号（2008）178

第36図　山間部において日射量の比較を行った地点の航空写真（左図：平地，右図：谷）

第17表　図36中の黒枠内における各地点の月平均日積算日射量推定値（MJ/m2･日），及び50

ｍメッシュ月平均日積算日射量に対する５ｍメッシュ月平均日積算日射量の比率



推定範囲全体の平均値の差は，10％以下であった．

５ｍメッシュと50ｍメッシュとでは，解像度に10

倍の差があり，太陽光の遮蔽状況は大きく異なると

思われるが，50ｍ四方程度の広さにおける平均日射

量を比較した場合，５ｍメッシュの地形情報を用い

ても，50ｍメッシュの地形情報を用いて計算される

日射量との差は，太陽高度の低い11月でも10％以下

と小さかった．そこで，それぞれのメッシュ地形情

報を用いた場合における，直達光の遮蔽状況と積算

日射量の日変化の推移を調べた結果，第37図が得ら

れた．

第37図は，谷の中心地点（第36図－ア）における，

５ｍメッシュと50ｍメッシュの地形情報から求め

た，直達光の遮蔽角と，11月の５ｍメッシュの日射

量推定値における，日積算日射量に占める時刻毎の

積算日射量の割合，および太陽高度である．

第37図のように，各時刻の太陽位置から計算され

る，太陽の出現時刻は，５ｍメッシュの場合，８時

40分～15時30分，50ｍメッシュの場合，７時10分～

16時50分で，３時間程度の差が生じる．しかし，５

ｍメッシュの地形で，直達光が遮断されていた時間

の日射量の割合は，１日の総日射量の10％以下とな

った．このことから，１日の総日射量として比較す

ると，５ｍメッシュの日射量推定値は，50ｍメッシ

ュの日射量推定値に近い値になったと考えられる．

３）結論

広島県世羅郡の中山間地域において，５ｍメッシ

ュと50ｍメッシュの地形情報を用いた日射量推定値

を比較した．その結果，５ｍメッシュで日射量を推

定した場合は，数十％の差が生じる場合があったが，

50ｍ四方の範囲における平均値として推定した場合

には，50ｍメッシュであっても，５ｍメッシュの地

形情報を用いた場合と，ほぼ同様の計算結果が得ら

れた．

メッシュ日射量推定において，５ｍメッシュの地

形情報が有効となるのは，数m四方の日射量推定を

目的とする場合に限られると考えられる．しかしな

がら，５ｍメッシュという解像度で推定を行うのな

らば，地物の影響も考慮する必要があるが，地物の

影響を完全に考慮することは難しく，必然的に，推

定値は誤差を含む．このため，特定の地点における

日射量が必要なら，実際に測器を設置する事が現実

的であると思われる．

中山間地域の日射量分布を，メッシュ地形情報を

用いて評価する場合は，50ｍメッシュの評価で十分

であり，現実的である．しかし，太陽高度の低い，

朝夕に限定した日射量推定が必要な場合は，第37図

のように，太陽の日出没時刻に差が生じることから，

５ｍメッシュの地形情報による推定が有効である．
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第18表　図36の枠内全域における，メッシュ日射量推定値

日射量は，全て月平均日積算日射量（MJ/m2･日）

第37図　 ５ｍメッシュ日射における，日積算値に占める時

刻毎の積算日射量の割合，及び５ｍメッシュと

50ｍメッシュの地形情報による直達光の遮蔽角



４　アメダスによる直達・散乱日射量の推定

１）既存研究

気象データによる日射量推定法として，日照率か

ら全天日射量の月平均日積算値を推定することが試

みられてきた60）．また，月平均日積算日射量を直達，

散乱日射量の月平均日積算値に分離することが，

Iqbal（1979）17）など幾人かの研究者により試みられ

ている．しかしながら，中山間地域のような複雑地

形地の日射量を評価するには，黒瀬ら（1999）33）の

ように，数値地形情報から，太陽位置毎の直達，散

乱日射量を推定することが妥当である．

太陽位置毎の直達，散乱日射量を推定するため，

清野・内嶋（1985）59）は，観測値から，時角を変数

とする，月平均直達，散乱日射量の日変化曲線を導

いた．また，全天日射量の時別値から直達，散乱日

射の時別値の推定も試みられている1, 5, 11, 18, 54, 74）．

地域の日射環境による作型や栽培作物の計画立案

等，実際の農業現場での利用を考えた場合，月値で

はなく，旬・半旬値が必要となる．さらに，日本に

おいて任意の地域の直達，散乱日射量を推定するに

は，アメダスの気象観測値を用いることが，費用面

などから考えた場合効率的であろう．しかしながら，

アメダスの観測項目を用いて日射量時別値を推定す

る既存研究の多くは，月平均値の推定1, 53, 60）であり，

月よりも短い期間での推定を試みた研究は，全天日

射の時別の測定値を必要とする手法61, 74）や，アメダ

スで観測されていない気象要素である，水蒸気圧11）

や大気中のオゾン量12）を必要とする手法である．

２）推定方法

（１）推定理論

本研究で開発した推定法は，アメダスポイントで

観測される，日照時間および降水量の時別値を変数

として，直達，散乱日射量の時別値の月平均値，旬

平均値，半旬平均値を，以下の手法で推定する．

ａ　直達日射量

大気外日射のうち，直達成分は大気，雲，そして

エアロゾルにより減衰し，そこで散乱されたものが

散乱成分となる．そして，直達，散乱日射量の割合

が大気の混濁度により決定される事から，便宜的に

式（９）で大気透過率（Ｐ）を定義すると，水平面

直達日射量（Rb）は式（10）で求められる．

Ｐ＝（ ）sinh ………………………………（９）
Rb＝Ro･sinh･Pcossech…………………………（10）

ここで，Rbn：放線面直達日射量，Ro：大気圏外日

射量，ｈ：太陽高度角，Rb：水平面直達日射量で

ある．

大気透過率Ｐは，雲量，直達光の通過する大気の

厚さ，そして水蒸気の影響を受けることから，式

（11）の重回帰式で求まると仮定した．これは，雲

量のみで，大気透過率の80％が説明できると報告さ

れていること74），また大気透過率は，大気外日射を

減衰させる大気の厚さやエアロゾル，そして水蒸気

量11）の影響を受けるためである．

説明変数のうち，日照率は，雲量，水蒸気量，エ

アロゾルに関係すると仮定し，降水量は，雲量，水

蒸気量に関係すると仮定した．そして，大気圏外水

平面日射量は，直達光の通過する大気の厚さと関係

すると仮定し，説明変数とした．

P＝α･L＋β･R＋γ･Q＋δ…………………（11）

ここで，Ｌ：日照率，Ｒ：降水量（㎜），Ｑ：大気外

水平面日射量（MJ/m2），α・β・γ：定数である．

ｂ　散乱日射量

日射量の変動には，太陽高度や可照時間の季節変化

による年周期変動が含まれるので，Bugler（1977）5）

と同様，本推定モデルでも，以下に示す各日射量の

無次元指標を作成する．

Kt＝ , Kd＝ , Ks＝

ここで，Ra：水平面全天日射量，Rb：水平面直達

日射量，Rd：水平面散乱日射量，Ro：大気圏外日

射量，ｈ：太陽高度角である．

そして，渡辺ら（1983）74）が新たに定義した，次

式の無次元指標Kdsを用いることにより，水平面散

乱日射量は式（12）で求まる．

Rd
Ro＊sinh

Rb
Ro＊sinh

Ra
Ro＊sinh

Rbn
Ro
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Kds＝ ＝ ∴Ks＝

Rd＝Ro＊sinh＊（1－ ） ………………（12）
さらに，渡辺ら（1983）74）は，Kdsが式（13）で

回帰できるとしており，本研究でも式（13）を用い

てKdsを推定した．

Kds＝Kd＋a･Kdb＋(1－Kd)c ………………（13）

ここで，ａ，ｂ，ｃは定数項である．

（２）推定式の作成

式（10），（12）より，大気透過率（Ｐ）と無次元

指標（Kds）が既知となれば，水平面直達，散乱日

射量は求まる．そこで，潮岬気象台の1991～2000年

の全天，直達日射量の時別値から，Ｐ，Kdsの時別

値の推定式を作成した．このとき，散乱日射量は，

全天日射量から直達日射量を引いた値とした．また，

潮岬気象台を選んだのは，ほぼ日本の中心緯度にあ

り，積雪による反射の影響が少ないと判断されるた

めである．

大気透過率（Ｐ）と無次元指標（Kds）の推定式

を導くため使用した観測値は，sinh＞0.1の値を用い

た．これは，Flintら（1987）11）が指摘したように，

太陽の日出没時は，評価誤差が大きくなり，推定式

の作成には適さないと考えたためである．また，各

Kd
Kds

1－Kd
Kds

Kd
1－Ks

Rb
Ro＊sinh－Rd

時間の太陽高度角は，毎時30分の値とした．

大気圏外日射量（Ro）は次式で求めた．

Ro＝Io･（ ）
2

ここで，I0：太陽定数（1367W/m2），r/r＊：太陽と

地球の間の平均距離と計算日での距離の比で，r/r＊

は次式で決定される．

＝

ここで，θは元旦からの通し日数dnに基づく値で，

次式で表せる．

θ＝2π（ ）
ａ　大気透過率（Ｐ）

重回帰分析で導かれた，Ｐ値の月，旬，半旬平均

時別値における，各推定式の係数および定数項，そ

して相関係数を第19表に示す．

月，旬，半旬平均時別値の推定式の相関係数は高

く，作成された式による推定は妥当と判断できる．

Coopsら（2000）7）は，日平均大気透過率の推定式

に気温を用いている．そして，大気透過率に，空気

中の水蒸気量が影響するという報告11）があるが，

アメダスの気象観測項目のうちでは，気温が水蒸気

量に最も関係があると考えられる．このため，大気

透過率（Ｐ）の推定式の作成では，説明変数に気温

dn－1
365

1
［1.000110+0.034221･cos（θ）＋0.001280･sin（θ）＋0.0007219･cos（2θ）＋0.000077･sin（θ）］0.5

r
r＊

r
r＊

植山：メッシュ気象図の利用 181

第19表　式（11）の偏相関係数（α，β，γ）と定数（δ），および重相関係数（Ｒ）

第20表　式（13）の定数項（ａ，ｂ，ｃ）および相関係数（Ｒ）



を加えた場合についても検討した．

気温を加えた重回帰分析を試みた結果，その半旬

平均における自由度調整済み決定係数はわずかしか

変化しなかった（ｒ2＝0.6549→0.6589）．このことか

ら，大気透過率（Ｐ）の推定式としては，大気圏外

水平面日射量，日照時間，降水量の３変数による式

が妥当であると判断される．なぜなら，重回帰分析

の場合，変数の少ない方がより一般化された推定式

であると考えられるためである．

ｂ　無次元指標（Kds）

潮岬気象台の観測値から，リニア最小自乗法で求

めた，式（14）の変数の定数項と，推定式の相関係

数を第20表に示す．

３）推定精度の検証

（１）気象台における推定精度

第21表は，日本で全天日射量と直達日射量の観測

を行っている気象台である．本推定式による直達，

散乱日射量時別値の推定精度を検証するため，潮岬

を除く，11の気象台において，直達，散乱日射量時

別値の観測値に対する推定値の平方自乗平均誤差

（RMSE；Root Mean Square Error）を求めた．

推定した直達，散乱日射量時別値のRMSEおよび

観測値に対するRMSEの割合の，11気象台における

10年間（1991～2000年）の平均値を第22表に示す．

月平均，旬平均，半旬平均のいずれも，RMSEは，

直達日射で約0.1MJ/ｍ2，散乱日射で約0.2MJ/ｍ2と
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第21表　全天･散乱日射量の観測を行っている気象台

第22表　10年間の直達，散乱日射量推定値の

RMSEと，観測値に対するRMSE割合

の11気象台における平均値

半旬平均

旬平均

月平均



小さかった．また，誤差の割合は，朝夕に大きく，

日中は小さかった．これは，朝夕は，日射量の絶対

値が小さく，日射の通過する大気の厚さが長いこと

により，透過率Ｐの推定誤差が大きくなったためと

考えられる．また，直達日射よりも散乱日射の推定

誤差が大きいのは，本推定モデルが，周辺からの反

射日射量を散乱成分としていないためと思われる．

本推定モデルでは，太陽高度の低い時間の推定誤

差は非常に大きい．しかし，第38図のように，太陽

高度が約10度以上の時の積算日射量の値は，日積算

日射量の90％以上となるため，日値として考える場

合，それらの時間帯の誤差はあまり問題にならない．

第38図は，潮岬における各時刻の太陽高度と，日積

算日射量に対する，各時刻の積算日射量割合の1991

～2000年における平均値である．

このため，第23表のように，日積算直達，散乱日

射量の推定誤差は10％以下であった．さらに，全天

日射量に対する直達，散乱日射量の推定誤差割合は，

より小さくなるため，全天日射量の推定誤差はおお

むね５％以下であった．また，夏期に比べ，冬期の

誤差が大きかったが，これは，反射量の大きい雪の

影響のためと考えられる．

Flint and Childs（1987）11）の報告では，地表面か

らの反射成分の割合は，年平均で８％，冬には，

15％にもなる．しかし，各気象台における推定誤差

は，これよりもかなり小さい値であった．これは，

各気象台が比較的開けた地点に設置されており，反

射日射の影響が小さかったためと考えられる．

地表面からの反射の影響を考慮すると，地点によ

っては，周囲からの反射成分が大きく，推定誤差は

第22表よりも大きくなる可能性がある．しかし，農

業現場で利用する場合，本推定モデルの精度は，十
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第38図　潮岬気象台における，各時刻の太陽高度角およ

び，日積算日射量に対する各時刻までの積算日

射量の割合の10年平均値

第23表　11気象台における各月のRMSE（MJ/m2）およ

びRMSEの割合

半旬平均

旬平均

月平均



分と考える．なぜなら，黒瀬ら（1999）33）が指摘し

たように，植生面からの反射は光合成有効放射の割

合が極端に小さいため，周辺が森林の場合が多い中

山間地域においては，農業生産における反射日射量

の影響は，無視できると判断されるからである．

（２）任意地点における推定精度

本研究の目的は，近隣のアメダスポイントの観測

値から任意の地域における日射量分布図を作成する

ことであり，任意地点における直達，散乱日射量の

推定精度についても評価する必要がある．そこで，

加茂川町で行った全天，散乱日射量の観測値と，観

測地点から約６㎞離れた近隣のアメダスポイント

（岡山県福渡）の気象データから推定した，直達，

散乱日射量を比較した．

観測値に対する推定値のRMSEを第24表に示す．

さらに，観測値と推定値の関係を第39図に示す．

月，旬平均値のRMSEは，気象台での推定誤差と，

ほぼ同値であったが，半旬平均の場合，推定誤差は

大きくなった．これは，期間が短くなるほど，雲量

の違いなど，アメダスポイントとの気象条件の差に

よる影響が，強く表れるためと考えられる．このこ

とから，推定に用いるアメダスポイントは，推定地

点との気象の差を考慮して決定する必要がある．さ

らに，本研究の目的は，50ｍメッシュ日射量分布図

を作成するために必要な，直達，散乱日射量の時別

値を推定する事であるので，日射量時別値は，周囲

が遮蔽されていない状況での値が必要である．この

ことから，時別値を推定するアメダスポイントの可

照時間についても十分考慮する必要がある．

（３）結論

潮岬気象台の10年間の観測値より導かれた，大気

透過率（Ｐ）と無次元指標（Kds）を用いて，直達，

散乱日射量の時別値を推定する本推定法は，月，旬，

半旬平均の直達，散乱日射量の時別値を，RMSE約

0.1～0.2MJ/m2で推定した．そして，日積算日射量

のRMSEは，約0.2～0.6MJ/m2であり，本手法は，

日照時間と降水量の時別データがある地点では，直

達，散乱日射量の時別値の月，旬，半旬平均を精度

良く推定する．さらに，任意の地点において，本推

定モデルは，旬までの期間では，RMSEで約0.1～
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第24表　加茂川町における，５～11月の直達，

散乱日射量観測値に対する推定値の

RMSE（MJ/m2）の平均値（ａ：半

旬平均，ｂ：旬平均，ｃ：月平均）

半旬平均

旬平均

月平均



0 .2MJ/m2，そして半旬では，RMSEで約0.1～

0.4MJ/m2の誤差で時別値を推定した．

本手法により，任意地点の直達，散乱日射量の時

別値が，近隣のアメダス気象観測地点のデータから

推定可能となり，その周辺における月，旬，半旬平

均の50ｍメッシュ日射量分布図の作成が可能となる．

４）既存推定法との比較

（１）比較モデル

社団法人日本建築学会は，2000年１月に，全国

842地点の15年間８要素（外気温，絶対湿度，水平

面全天日射量，大気放射量，風向，風速，降水量，

日照時間）の時別データと標準年気象データを収録

した，拡張アメダス気象データを刊行している．

拡張アメダスに収録される全天日射量は，二宮ら

（1997）47）の手法を用いてアメダス観測値から推定

されたもので，添付のEADataNaviと呼ばれる処理

プログラムを介して，直達・散乱日射量の時別値が

出力できるようになっている．

拡張アメダスでは，５つの直達・散乱分離モデ

ル10, 45, 52, 70, 74）から，ユーザが自由に選択して計算

を行う．そこで本研究では，これらのモデルのうち，

快晴時を前提としたモデルで，曇天時の適用に問題

があるとされる61）永田ら45）のモデルと，相対湿度

を用いるPerezら52）のモデルを除く，３つのモデル

との比較を行った．
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第39図　加茂川町における５～11月の直達，散乱日射量時別値の推定結果

（ａ：半旬平均，ｂ：旬平均，ｃ：月平均）



（２）比較方法

本研究で開発した直達・散乱日射量推定法はメッ

シュ日射量図の農作業計画への利用を前提としてい

ることから，月，旬，半旬平均値の推定式である．

しかし，拡張アメダスに収録されるモデルは，日毎

の時別データである．そこで，拡張アメダスに採用

された推定モデルと比較するため，本研究で開発し

た直達・散乱日射量推定式の係数を，日毎の時別値

推定のための係数として新たに算定した．

水平面全天日射と法線面直達日射の両方を観測し

ている気象台において，1992年から1996年にかけて，

ＷＭＯ勧告に基づき，自記直達日射計を１／２開口

角3.98°のものから，2.5°のものに順次変更し，現

在では，1 4地点とも後者の自記直達日射計

（Kipp&ZonenCH-1，あるいはEKO MS-54）が使用

されている61）．このことから，月，旬，半旬平均の

推定とは異なり，日別値の推定では，測器の違いに

よる影響に配慮する必要があると考え，日別データ

を推定するための係数は，潮岬気象台における1997

～2001年の５年間のデータから求めた．

本研究で新たに求めた直達・散乱日射量時別値推

定式の係数を第25表に示す

比較データは，札幌，福岡，石垣島の各気象台に

おける1997～2001年までの５年間の全天，直達日射

量観測値で，散乱日射量は全天日射から直達日射を

差し引いた値とした．また，太陽高度（ｈ）が低い

データ（sinh＜0.1）および，降雪のあった月（札幌

11～４月，福岡１月）のデータは用いなかった．

（３）結果

各モデルとの比較結果を第26表に示す．気象台の

比較においては，ほぼ同様の誤差（RMSE）を示し，

特に有効なモデルを断定することはできなかった．

しかし，拡張アメダスによる直達・散乱日射量の推

定法に比べ，本手法のモデル構造は単純であり，利

便性は高いと考える．また，本研究で示した推定精

度は，気象観測機器の保守管理が十分になされてい

る気象台の結果であり，アメダスの観測値による推

定では，本研究で示された誤差よりも大きくなる可

能性がある．なぜなら，アメダスポイントの中には，

周囲が構造物や防風林などで覆われているため，日

照率が現実とは異なる地点が存在するためである．

Ⅳ　中山間地域農業におけるメッシュ気象図の利用

指針

本章では，メッシュ気象図から得られる気温と日

射量の具体的な利用事例から，中山間地域における

メッシュ気象図の利用指針を提示する．

１　メッシュ気温図の利用指針

Ⅱ章で示したように，中山間地域は，地域固有の

地形により，多様な気温分布を有している．そこで

本節では，メッシュ気温図の利用指針を示すため，

中山間地域農業におけるメッシュ気温図の利用事例

として，以下の３項について論じる．

①中山間地域の気温多様性

②メッシュ気温図による中山間地域の作型判定

③バラ栽培ハウスの気温と生産性

近畿中国四国農業研究センター研究報告　第７号（2008）186

第25表　日別のP推定式およびKds推定式の係数

第26表　1997～2001各気象台における推定誤差RMSE

（MJ/m2･h）



１）中山間地域の気温多様性

Ⅱ章３節で述べたように，調査した中山間地域に

は，月平均気温で，2.5～3.2℃，月平均最高気温で

3.5～4.8℃，月平均最低気温で1.7～4.5℃の地点間差

が生じていた．これは，第27表のように，数㎞四方

の範囲に，日本各地の気温が存在することを意味す

る．第27表は，岡山気象台の月平均気温平年値と，

各地方気象台の月平均気温平年値との差である．

第27表の値は，30年間の平均値で，単年の観測値

である本研究の結果とは異なる．しかし，地域の寒

暖な地点の出現パターンは，繰り返される23）こと

から，気温の地点間差は，単年の観測値であっても

気候値と比較可能と考えられる．実際，1981～2000

年における，島根県のアメダスポイント間の月平均

気温の地点間差をみると，第40図のように，20年間

の平均偏差の平均値は，各月とも約0.2℃で，地点間

差の変動は小さかった．

２）メッシュ気温図による中山間地域の作型判定

気候に応じた栽培計画を立案するためには，栽培

開始時期や収穫時期等の作期と気候との関係を明ら

かにする必要がある．真木・玉置（1986）37）は，野

菜栽培においては，気候要素の中で気温がもっとも

重要であるとして，気温の等温線から，四国地域に

おける，作型毎の野菜栽培地域の区分図を作成した．

そこで本節でも，現地調査における聞き取り調査と，

メッシュ気候図から判断した，露地野菜の栽培開始

時期と収穫期の限界温度による，メッシュ気温図に

よる作型判定の事例を示す．

（１）栽培開始時期と収穫時期における限界温度の

決定方法

栽培の開始時期と収穫時期は温度で決定されると

仮定し，加茂川町において，現地調査とメッシュ気

温図とから，栽培開始時期と収穫時期の限界温度を

決定した．

各作期の限界温度は，調査地点における栽培開始

時期と収穫時期の平均気温の上下限値と仮定した．

作期の早晩限期を判定する野菜の種類と，栽培開始

時期の生育段階は，現地の栽培状況より決定した．

各作期の限界温度の決定に使用したメッシュ気温
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第27表　岡山気象台と各地方気象台との，月平均気温，

月平均最高気温，月平均最低気温の平年値の差

第40図　島根県のアメダスポイント（赤名）と近隣の３

アメダスポイント（川本，掛合，瑞穂）との月平

均気温差の20年間（1981～2000年）の平均偏差



図は，気象庁のメッシュ統計値に調和解析法を適用

して作成した．メッシュ統計値を用いたのは，本調

査の目的が，各作期の限界温度を明らかにすること

ではなく，現地における作期の差を気温に換算する

事であり，それには，単年のデータではなく平年値

データの方が適当と判断した事，またⅡ章３節で示

したように，平均気温であれば，地域全体の気温分

布は，１㎞メッシュでも概ね把握できるためである．

調査した野菜とその作期を第28表に示す．調査の

結果，加茂川町の円城地区は野菜栽培が盛んで，多

くの露地野菜が栽培されていた．しかし，円城地区

以外は野菜の栽培農家や栽培されている露地野菜の

種類は少なかった．また，町の全域で栽培される露

地野菜は，主にハクサイ，ナス，キュウリであった．

現地調査によると，ハクサイの苗はハウス内で栽培

されており，ナス，キュウリの苗の多くは購入され

ていた．そして，加茂川町における夏どりハクサイ，

ナス，キュウリの定植方法は，ほとんどがマルチに

よるキャップ栽培であった．このような現地の栽培

状況から，栽培の開始時期と収穫時期の限界温度を

判定する野菜は，ハクサイ，ナス，キュウリとし，

夏どりハクサイ，ナス，キュウリの調査対象は，マ

ルチでキャップ栽培のものとした．ただし，ナス，

キュウリの収穫終了時期は，霜の発生など，気温以

外の気象要因の影響が大きいため，ナス，キュウリ

の定植晩限期は判定しなかった．

1999年と2000年における，複数の農家からの聞き

取り調査で特定できた定植期は，半旬，収穫期は旬

であった．このため，定植早限期の判定は半旬，定

植期の晩限と収穫期の早晩限の判定は旬で行った．

（２）加茂川町の定植期および収穫期の早晩限期

全調査地域におけるハクサイ，ナス，キュウリの

定植期および収穫期と，メッシュ統計値から求めた

平均気温を第41図に示す．決定された定植期の限界

温度は，夏どりハクサイで6.8℃，ナス，キュウリで

11.7℃，秋冬どりハクサイで25.5℃であった．そし

て，収穫期の限界温度は，夏どりハクサイで22.0℃，

ナスで10.9℃，キュウリで12.5℃，秋冬どりハクサ

イで1.2℃であった．
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第28表　加茂川町で調査した野菜の種類とその作型



調査した露地野菜における，各作期の早晩限期の

メッシュ図を作成した．メッシュ図の作成では，栽

培開始時期の早限と収穫時期の晩限は，各メッシュ

の気温がそれぞれの限界温度に達する時期，そして

栽培開始時期の晩限は，収穫期の晩限から逆算した

ときの積算気温が現地で栽培に必要とした積算気温

と等しくなる時期とした．さらに，収穫期の早限は，

栽培開始時期の早限からの積算気温が現地で栽培に

必要とした積算気温と等しくなる時期とした．また，

ナスとキュウリの定植期の早限はほとんどの地域で

４月の第４，第５半旬で，４月の下旬には全ての地

域で定植可能と判定された．一例として，ハクサイ

の定植早晩限期を第42図，第43図に示す．

Ⅱ章２節で示したように，加茂川町には，月平均

気温で，約2.5～3.2℃の気温差が存在したが，調和

解析法によると，３，４月期に２℃気温を上昇する

には約10日間必要である．この10日という時間差は，

定植期を10日程度早めるために多くの労力や資材を
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第41図　調査した野菜の生育段階ごとの半旬・旬平均気

温の平年値とその時期の関係

（Ａ：夏どりハクサイ，Ｂ：秋冬どりハクサイ，

Ｃ：ナス，Ｄ：キュウリ）

第42図　夏どりハクサイの定植早限期（ａ）と定植晩限

期（ｂ）

第43図　秋冬どりハクサイの定植早限期（ａ）と定植晩

限期（ｂ）（黒線は町の境界）



かけて定植方法の改良に取り組んでいる農家が存在

することから，夏どりハクサイの定植には重要であ

る．このことから，町が有する気温分布特性を考慮

すると，多様な栽培時期や栽培法を農地ごとに選択

できる可能性があると思われる．また，秋冬取りハ

クサイは，町の有する気温分布特性を考慮して効率

よく栽培を行うと，作型ごとに品種は異なるが，約

４ヶ月間継続的に出荷できる可能性がある．

本研究では，集落単位での栽培面積が小さかった

ため，町全体を対象として作型調査を行った．この

ため本調査では，作型と気温との関係調査に用いた

メッシュ気温図は，１㎞メッシュの平年値気温を用

いている．しかし，集落内を対象として同様の調査

を実施するためには，Ⅱ章５節で作成したような，

50ｍメッシュ気候図が必要となる．

３）バラ栽培ハウスの気温と生産性

わずかの距離で気温が異なる中山間地域では，冷

房や暖房を行う栽培施設の燃料消費量は，設置地点

により異なると予想される．そこで本項では，メッ

シュ気温図を用いて加茂川町で調査した，バラ栽培

ハウスの設置地点の気温と暖房燃料消費量との関係

を調査し，気温分布と栽培施設の生産性との関係に

ついて論じる．

バラの冬期栽培の直接生産費に対する光熱動力費

の割合は，2000年の調査でも約30％と依然大きく16），

暖房燃料の削減が，コスト削減による生産性の向上

に直結する作目である．このことから，調査対象と

してバラ栽培のハウスを選択した．さらに，バラは

加茂川町の特産品の一つであり，調査への協力を得

やすかった事も，バラを選択した理由である．

（１）調査ハウスの概要と暖房燃料消費量

ハウスの暖房燃料消費量の調査は，第44図に示さ

れるＡ～Ｅの５地点のビニールハウスでバラの周年

栽培を営む農家にアンケートを配布し，後日回収す

るという方法で行った．また，各ハウスの気温は，

Ⅱ章で作成した，加茂川町の50ｍメッシュ月平均気

温分布図の値を用いた．アンケート項目は，ハウス

床面積，暖房燃料消費量，保温カーテンの種類，ハ

ウス内の最低設定温度とした．

各ハウスの概要を第29表に，そして各ハウスにお

ける12月の暖房燃料消費量およびハウス内の設定温

度を第30表に示す．ハウスは全て，保温カーテンを

もつビニールハウスで，各ハウスの標高差は最大約

200ｍあった．そして1999年12月における各ハウス

の月平均最低気温差は約３℃あった．また，Ａ，Ｂ

のハウスの農家からは，保温カーテンの商品名に関

して回答を得られたため材質まで特定できたが，他
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第44図　加茂川町における調査ハウス設置位置

（十字Ａ～Ｅ：ハウス設置位置，黒線：旧加茂川町行政界）

第29表　各ハウスの面積，標高，12月の月平均最低気温

及び，保温カーテンの種類

第30表　各ハウスの暖房燃料消費量及び設定最低温度



のハウスの農家からは商品名についての回答を得ら

れず，カーテンの材質は特定できなかった．

12月の月平均最低気温でみたとき，ハウス間に存

在する最大約３℃という気温差は，第27表の各地方

気象台における月平均最低気温でみると，岡山と鹿

児島，あるいは岡山と札幌の気温差に匹敵するもの

であり，同じ町内であるが，各ハウスは，気候的に

日本の多様な地域に設置されているのと同じである．

今回のアンケート調査の結果，Ａ～Ｅのハウスに

は，以下の傾向がみられた．

①最低気温の低い地点にあるＡ，Ｃのハウスは，保

温性に優れたカーテンを使用している．

②最低気温の低い地点にあるＡ，Ｃ，Ｅのハウス内

の最低設定温度は，気温の高い地点にあるＢ，Ｄ

のハウスよりも低い．

（２）ハウス設置地点の気温と生産性との関係

多くの農家は，より簡便な栽培よりも，市場価格

の高い品種の栽培を望んでいると思われる．しかし，

温度がバラの品質や生育に及ぼす影響は品種により

異なる41）ため，ハウス設置地点の気候が，栽培資材

や栽培方法，そして品種の選定に影響を及ぼし，必

ずしも生産性の高い品種が栽培可能とは限らない．

気温の低い地点のハウスで保温性に優れたカーテ

ンが使用されていたという調査結果は，バラの販売

価格に対する資材費として生産性を考えた場合，Ａ，

Ｃのハウスは比較的生産性の低い地点にあると考え

られる．なぜなら，一般に保温性の優れたカーテン

は，保温性の劣るカーテンよりも価格は高いと考え

られるからである．

一方，設置地点の月平均最低気温の低い，Ａ，Ｃ，

Ｅのハウスの設定温度が低かったという調査結果か

らは，以下の２つが考えられる．

①Ａ，Ｃ，Ｅのハウスでは，生育や品質に影響を及

ぼす温度の低い品種が栽培されている．

②Ａ，Ｃ，Ｅのハウスでは，暖房燃料消費量を節約

するため，生育適温よりも低い温度で栽培してい

る．

アンケート調査では，栽培している品種の中には

設定温度を18℃以上とするのが理想的なものもある

が，生産コストを低く抑えるため，16℃にしている

という回答が得られ，ハウス内の設定温度が低かっ

たのは，①だけでなく，②も大きな理由であったこ

とが推察された．

ハウスの暖房燃料消費量節約のため，ハウス内の

温度を低く設定して栽培することは，栽培管理等に

多大な労力が必要になると推察される．このことか

ら，暖房燃料消費量だけでなく，バラの販売価格に

占める労働力で生産性を考えた場合でも，Ａ，Ｃ，

Ｅのハウスは比較的生産性の低い地点にあるハウス

と考えられる．

気候と暖房燃料消費量との関係を考慮した場合，

Ｂ，Ｄのハウスは，他のハウスと同量の暖房燃料を

使用しても，ハウスの設定温度の幅は広く，多様な

品種を栽培することが可能であると考えられる．さ

らに，低い温度で栽培しなければならないハウスよ

りも栽培管理等に要する労力が少ない上に，燃料費

が品種の選定に及ぼす影響が小さく，市場ニーズに

柔軟に対応した品種選定が容易であると考えられ

る．これらのことより，Ｂ，Ｄのハウスは気候的に

生産性の高い位置にあると考えられる．

４）中山間地域農業におけるメッシュ気温図の利用

指針

本研究から提言できる，中山間地農業におけるメ

ッシュ気温図の利用指針を以下に示す．

①中山間地域が有する多様な気温分布を把握し，同

じ作目に対する，多様な作型や栽培法の適用可否

の判定に利用する．

②中山間地域が有する多様な気温分布に基づいた栽

培施設の設置地点の選択に利用し，生産性や品質

の向上を図る．

③日中の気温が低く，夜間の気温が高い，高標高地

域の斜面上部，台地，尾根は，定植期の霜害の回

避と収穫期の高温の回避が重要な，夏どりハクサ

イや，レタス，ナスなどの栽培に向く地域とする

などの適地判定に利用する．

④加温ハウスの作目および栽培法評価への利用と，

ハウス間の作型調整に利用する．

⑤１㎞メッシュ図は，気温の概要把握を目的とする

場合のみに利用する．

⑥農業生産において重要な気象資源になることが期

待される，斜面温暖帯などの局地気象の把握や，

実際の計画段階においては，50ｍメッシュ図を利
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用する．

２　メッシュ日射量図の利用指針

本節では，メッシュ日射量図の利用指針を示すた

め，中山間地域の多様な日射量分布特性の利用例と

して，以下の２項について論じる．

①日射量に対する土壌の熱特性

②いもち病発生程度の判定

１）日射量に対する土壌の熱特性

日射に対する，土壌の熱特性を明らかとするため，

独立行政法人近畿中国四国農業研究センターの土壌

検定層（約３×３ｍ）で，アルベド，正味放射量，

地中伝熱量，地表面温度，地温，含水比の測定を行

った．また同時に，乾湿球温度，風向，風速，日射

量の測定を行った．

各検定層の土壌は，灰色低地土，礫質褐色森林土，

細粒赤色土，中粗粒褐色森林土，洪積砂層母材の中

粗粒黄色土，細粒灰色台地土，安山岩母材の中粗粒

黄色土，表層多腐食質黒ボク土の８種で，各土壌に

つき２つの検定層がある．

観測中のアルベドは，長波短波放射計（EKO，

MR-41）で，正味放射量は，２台の放射収支計

（EKO，CN-11，MF-11）で，そして地中伝熱量は，

各土壌の深さ２㎝に埋設した熱流計（EKO，MF-81）

で測定した．地表面温度および地温は，深さ１㎝と

10㎝に銅－コンスタンタン熱電対温度計を，一つの

土壌種毎に２個所設置して測定した．含水比は，地

表面から深さ５㎝までの土壌を乾燥炉法により測定

した．乾湿球温度は，通風白金抵抗温度計（EKO，

Pt100，4wire）で，風向・風速は，牧野応用測器研

究所の風向発信器（VFO17）と風速発信器（F751）

で測定した．測定は1999年８月25日～10月20日に実

施した．

測定期間中の各土壌の含水比は，第31表のように，

検定槽の排水性は良く，各土壌とも降雨後３日でほ

ぼ一定の含水比を示した．

地表面への入射エネルギーは，式（14）のように，

同じ気象条件ではアルベドにより決まる．各土壌の

アルベドは，第32表のように，黒ボク土，灰色低地

土，赤色土で小さく，黄色土で大きい．第32表は，

観測期間中に測定されたアルベドの平均値である．

R↓＝(1－ref )･S＋Ld＝H＋lE＋G＋Lu……（14）

ここで，R↓：入力放射，ref：アルベド，Ｓ：日射

量，Ld：上からの長波放射，Lu：地表面からの長波

放射，Ｈ：顕熱，lE：潜熱，Ｇ：地中伝熱量である．

地表面への入射エネルギーによる顕熱と潜熱は，

式（15）（16）のように，地表面温度と気温との差

である地気温差と関係がある．そして，土壌の日射

量と地気温差は，正の相関関係にある．一例として，

黒ボク土および黄色土における，日射量と地気温差

との関係を第45図に示す．そして，各土壌の地気温

差が日射100W/m2あたりに上昇する温度が第33表で

ある．さらに，土壌に入射した純放射量に占める，

地中伝熱量の割合を第34表に示す．

H＝Cpρ･CHU(Ts－T)………………………（15）

ここで，Ｈ：顕熱，Cpρ：空気の体積熱容量，

CH：顕熱輸送のバルク輸送係数，Ｕ：風速，Ts：

地表面温度，Ｔ：気温

近畿中国四国農業研究センター研究報告　第７号（2008）192

第31表　観測期間中の各土壌の含水比

第32表　観測期間中に測定した，各土壌の

アルベドの平均値



lE＝γ･ρ･β･CHU(qs－q) …………………（16）

ここで，lE：潜熱，γ：水の気化の潜熱，ρ：空気

の密度，β：蒸発効率，CH：顕熱輸送のバルク輸

送係数，Ｕ：風速，qs：地表面温度に対する飽和比

湿，ｑ：大気の比湿

８種類の土壌のうち，アルベドが小さく入力エネ

ルギーの大きい，黒ボク土，赤色土の地気温差は高

く，アルベドの大きい，安山岩母材の黄色土，灰色

台地土の地気温差は低い．しかし，灰色低地土の地

気温差は，比較的アルベドが小さいにも関わらず地

気温差は低い．これは，灰色低地土のエネルギー配

分における潜熱の占める割合が大きいためと考えら

れる．一般に，式（16）で示されるように，潜熱へ

のエネルギー変換量は，気温の他，蒸発効率βに強

く依存する．蒸発効率βはごく薄い表層の土壌水分

の関数であり，この水分量が増えるほどβは大きく

なる．このため，地表に水の溜まりやすい性質の灰

色低地土は潜熱へのエネルギー配分が多いため，顕

熱へのエネルギー配分が少なく，地気温差は小さか

ったと考えられる．また，洪積砂層を母材とする黄

色土の地気温差は，アルベドが大きいにもかかわら

ず比較的大きかった．これは，含水比からも分かる

ように，黄色土は，保水性が弱く，土壌水分は少な

い．このため，入射エネルギーは，潜熱よりも，顕

熱に変換される量が多く，地気温差も高いと考えら

れる．

表層多腐食質黒ボク土の地気温差は，８種類の土

壌中もっとも高かったが，深さ10㎝の地温はもっと

も低かった．これは，第34表に示されるように，黒

ボク土は，純放射量に占める地中伝熱量の割合が小

さいためと考えられる．

本調査結果から，同じ日射環境の場合，安山岩母

材の黄色土，細粒灰色台地土は，地温を低く保つに

は適した土壌と判断される．また，細粒赤色土や表

層多腐食質黒ボク土は，地温は低いが，地表面温度

植山：メッシュ気象図の利用 193

第33表　各土壌の地気温差が日射100W/m2あ

たりに上昇する温度

第34表　各土壌の日中の正味放射量に対する地中伝

熱量割合

第45図　日射量と土壌の地気温差の関係



は高く，地表面温度を低く保つには不適な土壌と判

断される．

２）いもち病発生程度の判定

いもち病は，稲の病気の中で最も被害の大きい病

気である．このことから，気象データを用いた発生

予察に関する研究も数多くなされ26, 27, 71），いもち病

発生予察プログラムBLASTAM（BLAST+AMeDAS）

が開発さている．このBLASTAMは，直前５日間の

平均気温が19～25℃，そして葉の濡れ時間が８時間

以上で，なおかつ濡れ時間中の平均気温が15～25℃

のときを，いもち病菌が侵入しやすい感染好適日と

して，いもち病の発生時期を予測するプログラムで

ある．また，上原ら（1988）71）は，アメダスデータ

を用いて推定した葉面湿潤時間から，いもち病の発

生を予測するシステムを開発している．さらに，い

もち病は，稲の濡れ時間と気象条件とが，いもち病

の発生に関係することが明らかにされている13）．こ

れらのことから，いもち病の被害程度は，結露量が

多く，穂表面の水分が乾燥しやすい地域ほど少ない

と推察される．

一般的に，日射量が多い地域にある水田ほど，穂

表面の水分が乾燥しやすい地域であると判断され

る．また，最低気温が高い地域ほど結露量も少ない

傾向があると考えられる．このような仮定にもとづ

き，いもち病の被害程度と水田日射量および最低気

温との間には何らかの関係が見いだせると考えた．

そこで，日射量および最低気温の推定値から，いも

ち病巡回調査データを元に，いもち病発生被害程度

を推定し，危険度マップを作成した．

（１）方法

ａ　いもち病発生データ

使用したデータは，広島県病害虫防除所において，

1993年および1996～2003年の９年間に実施された，

広島県備北地域における14地点の巡回調査結果であ

る．各調査地点の位置を第46図に，そして各地点名

および標高を第35表に示す．

葉いもちの調査は，６月上・下旬，７月上・下旬，

８月上旬に，穂いもちの調査は，７月下旬，８月

上・下旬，９月上旬に行われた．また，いもち病被

害発生状況の指標は，平均発生程度が用いられる71）．

平均発生程度は，１圃場よりランダムに選んだ25株

について，第36表の基準によりグレイド分けし，圃

場毎に式（17）により算出される．そして，算出さ

近畿中国四国農業研究センター研究報告　第７号（2008）194

第46図　巡回調査地点と50ｍメッシュ標高

（黒線：旧行政界，白枠：マップ作成範囲）

第35表　巡回調査地点名および標高（番号は図4.9に

対応）



れた数値は，平均発生株数1.00の場合，被害無を意

味し，数字が大きいほど被害が大きい事を意味する．

平均発生程度＝ …（17）

ここで，n1，・・・n5：グレイド１，２，・・・５

の株数である．

ｂ　日射量推定

メッシュ日射量推定には，斜面に対する太陽位置

と太陽光の遮蔽状況を計算するための数値地形情

報，そして，直達・散乱日射量が必要である．そこ

で，Ⅱ章４節の手法を用いて直達・散乱日射量時別

値の旬平均値をアメダスデータから推定した．

対象地域の近隣には，三次の他，高野，庄原のア

メダスポイントが存在するが，高野および庄原のア

メダスポイントの周囲には建築物や樹木があり，日

射量の推定データには適さないと判断し，三次のア

メダスデータのみを用いた．

日射量計算に用いた数値地形情報は，広島県が整

備したＧＩＳデータの標高tinデータから作成した，

５ｍメッシュデータを用いた．ただし，庄原市にお

いては，tinデータが未整備なため，国土地理院の数

値地図50ｍメッシュ（標高）を用いた．

５ｍメッシュの地形情報を用いたのは，Ⅲ章３節

で示したように，中山間地域において50ｍメッシュ

の地形情報と比較した場合，日の出の時間に約３時

間の差が生じたためである．

ｃ　最低気温推定

最低気温の旬平均値は，Ⅱ章５節で示した新手法

を用いて推定した．ただし，Ⅱ章５節の放射冷却強

度指標（ＲＣＳ）の推定式は，月平均値をもとめる

ものであった．そこで本研究では，館野高層気象台

n1＋2n2+3n3+4n4+5n5
25

の1991～2000年の観測値から新たに，式（18）のよ

うな，ＲＣＳ値の旬平均値推定式を作成した．

RCS＝1.252･L－0.214･Td－1.626･W ………（18）

ここで，Ｌ：日照率，Td：気温日較差（℃），Ｗ：

19～21時の平均風速である．

気温の５ｍメッシュ推定値の利用価値は低いと判

断し，気温は，国土地理院の数値地図50ｍメッシュ

（標高）を用いて推定した．

巡回調査地点の気温観測は行っていないので，巡

回調査地点の旬平均最低気温を次の方法で推定し

た．まず，2004年５月～2005年９月に実施した，三

次市君田町および庄原市口和町の64地点の気温観測

（第28図参照）から，アメダスポイントとの温位差

推定モデルを64地点で作成し，巡回調査期間におけ

る旬平均最低温位を求めた．次に，64地点において

推定した，各年の旬平均最低温位を目的変数，地形

因子（第２表参照）を説明変数として，50ｍメッシ

ュ旬平均最低温位推定式を作成した．そして，各巡

回調査地点の地形因子と作成した推定式を用いて，

旬平均最低温位を推定し，さらに標高から気温に変

換した．

ｄ　いもち病危険度分類

いもち病の危険度に応じた地域分類を行うため，

まず，各メッシュにおけるいもち病平均発生程度の

推定式を作成した．推定式は，穂の濡れ時間が短く，

結露量の少ない地域ほど，いもち病の発生程度が低

いと仮定し，日射量および最低気温の旬平均値を説

明変数，そして巡回調査による平均発生程度を目的

変数とする重回帰分析により作成した．

実際には，いもち病の発生は，日射量と最低気温

以外の影響も受けることから，説明変数に対する目

的変数のバラツキが大きくなる．そこで，このバラ

ツキを小さくするため，重回帰分析に用いた変数は，

平均発生程度によりランク分けしたときの，ランク

毎の平均値とした．各ランクは，葉いもちの場合0.5

刻み，穂いもちの場合1.0刻みで分けた．

作成した推定式により，マップ作成地域（第46図

の白枠内）における，５ｍメッシュ毎のいもち病平

均発生程度を推定した．
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第36表　いもち病発生調査基準



いもち病危険度分類は，各メッシュにおける平均

発生程度推定値の９年間（1993，1996～2003年）の

平均値を求め，第37表の基準で行った．

危険度分類マップの解像度は，実用性を考慮して，

５ｍメッシュではなく，国土地理院の細密数値情報

（土地利用）と同じ，10ｍメッシュとした．

（２）結果

いもち病の平均発生程度と，積算日射量との関係

を，日の出から１時間ごとに調査した結果，葉いも

ちは８月上旬，穂いもちは８月下旬における午前９

時までの積算日射量を用いて分類するのが妥当と判

断した．葉いもちおよび穂いもちの平均発生程度と

午前９時までの積算日射量の旬平均値との関係を第

47図に示す．

図のように，いもち病発生程度は，同じ日射量で

あっても，降水量や平均気温など日射以外の気象要

素が異なるため，水田の調査年により差がある．ま

た，日射量は三次のアメダスポイントでの推定値で

あるため，日射量推定値と気象条件が異なる場合も

あり，日射量といもち被害との関係が表れてない年

や時期があった．しかしながら，午前９時までの積

算日射量が，葉いもちについては1.5MJ/m2，穂い

もちについては0.9MJ/m2以上であれば，いもち病

の発生が認められないと判断できる．また，日射量

といもち病発生程度との関係は，葉いもちよりも，

穂いもちの方がデータのバラツキが大きい．これは，

表面張力の違いから，同じ日射量であっても，表面

に付着する水分は，穂表面よりも葉表面の方が蒸発

しやすいためであると考えられる．

本手法による旬平均最低気温の推定精度検証のた

め，作成したメッシュ気温推定式を，モデル作成に

用いた64地点以外の気温観測地点（20地点）に適用

したところ，第48図のように，RMSE0. 32℃の精度

で推定された．第48図は，20地点における2004年お

よび2005年の８月上・下旬の推定値と実測値である．

８月上・下旬における，午前９時の積算日射量お

よび最低気温の旬平均値を説明変数とする重回帰分

析の結果，葉いもち（式19）および穂いもち（式20）

の平均発生程度の推定式が導かれた．そして，第37

表の基準で，いもち病危険度地域マップを作成した．

例として，葉いもち危険度マップを第49図に示す．

葉いもち平均発生程度（Linc）

Linc＝－4.743･SR－0.119･Tmin＋11.913 …（19）

Ｒ＝0.928

穂いもち平均発生程度（Pinc）

Pinc＝－13.581･SR－0.080･Tmin＋16.155…（20）

Ｒ＝0.998
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第37表　いもち病危険度分類基準

第47図　日の出から午前９時までの積算日射量といもち病発生程度との関係



ここで，SR：旬平均積算日射量（MJ/m2），Tmin:

旬平均最低気温（℃）である．

（３）考察

本研究では，いもち病の発生危険度を，濡れ時間

との関係を想定した２つの気象データのみから推定

したが，実際の葉の濡れ時間には，湿度や風など，

他の気象要素も影響をおよぼす．このことから，日

射量と最低気温のみから，いもち病の発生程度を推

定することには，難点があるかもしれない．しかし

ながら，本マップの作成目的は，２つの気象要素か

ら，直接的に稲の濡れ時間やいもち病の発生被害程

度を推定することではなく，地域におけるいもち病

発生の傾向を評価することである．また，本評価は

11年間の調査結果を平均化したものである．これら

のことから，本研究の目的においては，最低気温と

日射量のみの分類でも十分であると考える．

稲の乾きやすさの指標の一つとして，日射量に注

目したが，これは，日照時間でも代用可能かもしれ

ない．しかし，蒸発という物理現象の指標としては，

日射量を用いる方が適当であろう．さらに，天空率

と密接に関わる散乱日射の要素を加味することで，

日射量以外の影響，すなわち，谷や平地といった地

形の差に起因する湿度差などが重回帰式に内包さ

れ，日照率を用いた場合よりも，評価値の信頼性は

高くなる可能性がある．

最低気温の推定に用いたＲＣＳ値は，統計的手法

で求めるため，短期間の推定では精度が劣る場合も

ある．しかし，推定結果の誤差（RMSE）の値は，

許容できる程度であり，旬平均であれば，本手法の

推定値は利用可能と判断される．ただし，本研究の

ように夏期の推定ではなく，春・秋・冬期における

最低気温の推定精度は劣ると考えられる．なぜなら，

日本の夏期は，湿潤で，放射冷却の強度は弱いため，

放射冷却の強度が，局所的な気温におよぼす影響は，

他の時期よりも小さいためである．

また本研究では，調査地域における絶対湿度に差

がないと仮定しているが，現実には異なる可能性が

ある．しかしながら，調査地域は，十数平方キロメ

ートルの範囲内であり，また，旬平均値であること

から，それほど大きな差は生じないと考えられる．

これらのことから，最低気温は，結露量の傾向を示

すための指標として利用可能と判断した．

いもち病危険度マップ作成において，危険度を３

段階で分類したが，より細分化したマップが適当か
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第48図　旬平均最低気温推定結果

第49図　葉いもち危険度マップ



もしれない．しかし，巡回調査における平均発生程

度の最大値は４以下であり，また本手法では，日射

量と最低気温の２つのみを用いた，単純な分類であ

ることから，これ以上の細分化の必要性は低く，３

段階の分類が適当と判断した．

３）中山間地域農業におけるメッシュ日射量図の利

用指針

本研究より提言される，中山間地農業におけるメ

ッシュ日射量図の利用指針を以下に示す．

①高温に弱く，遮光などによりハウス内温度を低下

させることが必要な，夏どりホウレンソウなどの

作目の栽培促進地域の判定に利用する．ただしハ

ウス栽培では，土壌の種類により，地温だけでな

く気温も大きく異なることを考慮する．

②いもち病の発生被害程度など，日射量と密接に関

係する病虫害の危険度を評価し，休耕田や転作田

の選定に利用する．

③中山間地域農業に利用するメッシュ日射量図のメ

ッシュサイズは50ｍメッシュ図が最適である．た

だし，日の出後数時間の評価を行う場合など，太

陽高度が低い時間帯の日射量を把握するには，50

ｍよりも解像度の高いメッシュ図を利用する．

Ⅴ　中山間地域農業におけるメッシュ気象図利用へ

の提言

本章では，本研究のとりまとめとして，メッシュ

気象図の利用により，中山間地域の農業振興を実現

するために目指すべき方向性について提言する．

多くの農家は，農地の生産性を高めるための情報

収集に努めているが，地形が複雑な中山間地域にお

いては，各農地の気象特性は大きく異なる場合があ

り，他の農地で有効な技術が，自分の農地にも適用

可能かを判断することは難しい．そのため，個々の

農地の生産性を高める上で，50ｍメッシュ気象図を

用いて農地毎の気象特性を比較することは有効であ

ろう．しかし，生産コストの低い諸外国との競争に

より，多くの農産物の価格は今後も低迷を続けるで

あろうことから，各々の農家の生産性向上だけを目

的とした技術や施策には限界があると考える．なぜ

なら，新たに開発された生産技術が，どのような地

域においても導入可能な普遍的技術である限り，よ

り低コストに栽培可能な地域にいずれ導入されるた

め，結局競争に勝つことは難しいからである．この

ため，中山間地域農業が将来的に存続するには，他

地域には真似のできない，その地域特有の農業形態

を作り上げる事が必要と考える．

中山間地のような複雑地形地域の特徴の一つは，

同じ町村内に多様な気候が存在する事である．この

ため，地域の気候を固有の資源と考え，活用するこ

とが重要である．それには，個々の農地で生産性を

高める事ではなく，地域全体を一つの農用地と考え，

例え従来よりも収益性の劣る農地があったとして

も，地域全体で最も生産性の高い土地利用計画を策

定し実践することである．そして，地域全体を一つ

の農用地として，メッシュ気象図を利用した，効率

的で生産性の高い農業を実践するには，集落営農や

営農組合等の組織的営農が適していると考える．

地域全体を一つの農用地とする農業の実践例とし

て，効率的な少量多品目生産の実現が，メッシュ気

象図の利用場面として考えられる．大規模大量生産

が難しい中山間地では，苦肉の策として，少量多品

目生産を選択している場合があるが，必ずしも，大

規模生産に比べ，少量多品目生産が不利とは考えな

い．工業製品の製造現場では，従来のベルトコンベ

アによる流れ作業から，消費者ニーズに柔軟に適用

できる，セル生産方式への移行が進んでいるが，こ

れと同様に，低コスト大量生産ではなく，市場ニー

ズに柔軟に対応した生産を行う事で，中山間地域農

業は，高い生産性を維持することが可能と考える．

また，卸売市場だけを出荷先として考えるのではな

く，加工から販売までを一貫して行う事で，より生

産性の高い地域農業を展開できるであろう．

中山間地域における組織的営農を成功させる重要

な要因は，地域特有の資源を的確に把握し，それを

活用した他産地との差別化であると考えるが，それ

には，本研究で示したように，メッシュ気象図の活

用が有効である．さらに，気候だけでなく，その土

地特有の文化，風俗等もまた，地域特有の資源であ

り，それら全てを有効に活用した農業形態と，それ

に適した農地整備や農村整備計画が中山間地域農業

の活性化につながると考える．

これまで，中山間地域振興を目的として，様々な
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施策が実施されてきたにも関わらず，現在中山間地

域で営まれている農業の多くは，活力を失い続けて

いる．これまでに実施された多くの試みが成果を上

げることができなかった理由は，“中山間地域”と

いう，実態の曖昧な概念に対して作り出された施策

を，全ての地域に適用可能なものとして実践してき

たことであると考える．しかし現実には，百の地域

があれば，百の自然環境があり，そして，百の歴

史・文化・風俗が存在し，全ての地域に適用可能な

施策など存在しないはずである．真に有効な中山間

地域農業の振興策を立案するためには，汎用的な施

策の策定を目指すのではなく，各地域の特性に応じ

た施策を個別に立案しなければ意味がない．そして

それには，地域特有の環境把握に有効なメッシュ気

象図の利用が不可欠と考える．

Ⅵ　摘　　　要

メッシュ気象図を用いた中山間地域農業に関する

研究が実施されてきた．しかし，中山間地域の複雑

な気象環境が，メッシュ気象図により，農業現場に

おいて有効活用された実例は少ない．その理由とし

て，既存のメッシュ図の気象値と実際の気象との関

係が不明瞭なことが考えられる．さらに，中山間地

域農業におけるメッシュ気象図の利用法が，ほとん

ど示されていない事も理由の一つと考えられる．

本研究では，中山間地域農業におけるメッシュ気

象図の有効利用の促進を目的に，50ｍメッシュ気象

図を作成して，中山間地域における気温と日射量の

実態を詳細に調査した．さらに，異なる解像度のメ

ッシュ気象図の定量的な比較を行い，中山間地域に

おいてメッシュ気象図を利用する際に考慮すべき点

を明らかとした．また，新しいメッシュ気温推定法

および直達・散乱日射量の推定法を開発し，アメダ

スによる気温のメッシュ気候図の作成を可能にする

とともに，メッシュ日射量図作成の簡便化を図った．

そして，中山間地域農業におけるメッシュ気象図の

利用指針を示すとともに，メッシュ気象図の利用に

関する提言を行った．

１ 中山間地域の気温分布の実態調査のため，旧岡

山県御津郡加茂川町，島根県大田市，旧島根県邑

智郡邑智町において50ｍメッシュ気温図を作成し

た．このとき，メッシュ気温推定式作成のための重

回帰分析では，推定精度向上のため，新たな説明

変数として，水域度，傾斜の通過頻度を提案した．

本研究の結果，中山間地域の気温分布の実態と

して，以下のことが認められた．

①気象条件に関係なく，最高気温分布を決定する

最大の要因は平均標高である．

②夏期のように放射冷却の弱い時期の最低気温

は，最高気温と同様の分布を示す．しかし，放

射冷却の強まる時期は，局地気象に起因する開

放度や標高差などの地形の複雑さが最低気温分

布を決定するため，最低気温分布と最高気温分

布は異なる．

③大きな河川を有する谷底域の最低気温は，水系

と谷地形の複合的な影響により，放射冷却の強

い時期であっても高い．

④平均気温は，最低気温と同様の分布を示す．し

かし，逆転層の発達により最低気温が高い，高

標高域の平均気温は，放射冷却の強い時期でも

最低気温ほど高くならない．

２ １㎞メッシュ気温図と，本研究で作成した50ｍ

メッシュ気温図とを比較し，中山間地域における

１㎞メッシュ気温図の実用性を検証した．本研究

の結果，最高気温分布，および放射冷却の強度が

弱い時期における平均気温分布と最低気温分布の

概要は，数十㎞2の範囲であれば，１㎞メッシュ

図でも十分把握可能な事が明らかとなった．しか

し中山間地域では，１㎞メッシュ内に大きな標高

差と気温差が存在するため，１㎞メッシュ図の気

温を農地に直接適用するには難点がある．また，

放射冷却の強度が強い時期に発生する斜面温暖帯

等の局地気象は，１㎞メッシュ気温図には十分に

描かれていないため，数十㎞2の範囲であっても，

最低気温の概要を把握することは，１㎞メッシュ

図では不可能である．

３ 放射冷却の強度を示す新しい気象尺度として，

放射冷却強度指標（RCS：Radiative Cooling

Scale）を提案し，ＲＣＳ値を変数とする新しい

気温推定法を開発した．本手法は，アメダスポイ

ントのような既存の気象観測地点と任意地点との

気温差を，ＲＣＳ値を変数とする１次モデルを作
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成することで，任意地点の気温を推定するもので

ある．本手法を広島県北部の中山間地域に適用し

たところ，RMSE（Root Mean Square Error）

0.21Kの誤差で，任意地点の月平均気温が推定さ

れた．また，本手法を用いたアメダスに準じた気

温の50ｍメッシュ気候図作成法を示すとともに，

その利用法を提案した．

４ 加茂川町における５～11月の直達・散乱日射量

の観測値と50ｍメッシュの数値地形情報を用い

て，50ｍメッシュ日射量図を作成し，中山間地域

の日射量分布の実態を調査した．本研究の結果，

太陽高度の低下にともない，日射量の地点間差は

増大すること．そして，散乱日射割合の大きい地

点は，天候の変化による日射量の増減が小さいこ

とが明らかとなった．

５ ５ｍメッシュと50ｍメッシュの数値地形情報に

よる日射量推定値を比較した結果，50×50ｍの範

囲においては，50ｍメッシュ図は，５ｍメッシュ

図とほぼ同様の日射量推定値を示した．この結果

から，斜面際などごく限られた地点の日射量を評

価する場合以外，１日の総日射量の評価には，50

ｍメッシュの推定で十分であると判断された．し

かし，太陽の日出没時刻に，数時間の差が生じる

ことから，太陽高度の低い朝夕の日射量推定が必

要な場合に限り，５ｍメッシュの地形情報による

推定は有効と考えられた．

６ アメダス観測値から直達・散乱日射量の時別値

を，簡便に推定する手法を開発した．開発した推

定モデルは，日照率，水平面大気圏外日射量，降

水量を説明変数とする，重回帰式で推定した大気

透過率を用いて，直達日射量の時別値を推定する．

そして，散乱日射量の時別値は，推定した直達日

射量の無次元指標を用いて推定する．

７ メッシュ気温図と現地の聞き取り調査とから，

ハクサイの作型分類を試みた．また，加温ハウス

におけるメッシュ気温図の利用指針を示すため，

メッシュ気温図と栽培農家への聞き取り調査とか

ら，バラ栽培ハウスの設置地点における気温と暖

房燃料消費量との関係を調査した．これらのこと

から，中山間地域の多様な気温分布に則した作物

立地配置および作型設定，そして栽培法の選択に

よる，生産性の高い農業の実践が，中山間地域農

業においてメッシュ気温図を利用する際に目指す

べき方向であると提案された．

８ 土壌の違いによる，日射量と地気温差（地温と

気温との差）との関係を調査した．さらに，メッ

シュ日射量図による病害対策として，日射量およ

び最低気温の推定値といもち病被害との関係を調

査した．これらのことから，高温に弱く，遮光な

どによりハウス内温度を低下させることが必要

な，夏どりホウレンソウなどの作目の栽培促進が，

中山間地域農業においてメッシュ日射量図を利用

する際に目指すべき方向であると提案された．

９ メッシュ気象図の利用による，中山間地域農業

の振興には，個々の農地を対象とした生産性向上

策を図るのではなく，地域全体を一つの農用地と

考え，従来よりも収益性の劣る農地があったとし

ても，地域全体で最も生産性の高い土地利用計画

を策定し実践すること．そして，地域全体を一つ

の農用地として，メッシュ気象図による効率的で

生産性の高い農業を実践するには，集落営農や営

農組合等の組織的営農が適することが提言された．
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Summary

Hilly and mountainous areas occupy approximately 70% of Japan, and the area of farmland in these regions

is decreasing; these areas are defined as those from the outer plains to the mountains.  The development of

strategies for the revitalization of local agriculture in hilly and mountainous areas is therefore a significant

problem in Japan.

Systematic agriculture is efficient in hilly and mountainous ares, and distribution maps are effective plan-

ning tools for evaluating the meteorological conditions for individual farms in those areas where farms are

small and interspersed.

Public agricultural research centers in each prefecture of Japan have developed mesh meteorological data

maps with some kilometers grid cell resolutions for local agriculture, and have been made many studies

using mesh meteorological data maps.  However, critical variations exist between estimated mesh data and

actual meteorological condition within the area of each grid cell.  To address this problem, methods of esti-

mating air temperature and solar radiation on a 50m mesh (latitude 1.5”× longitude 2.25”) were developed.

While many studies with mesh meteorological data maps have been made, numbers of concrete examples

of utility for agricultural activity in hilly and mountainous areas have been few.  This paper presents there-

fore some studies for utilization facilitated of mesh meteorological data maps in hilly and mountainous areas.

And furthermore, it is proposed some guides to utilize mesh meteorological data maps for the purpose of

revitalizing an agricultural activity in hilly and mountainous area with concrete examples.  The summary in

this study are as given below.

It was clarified the real states of air temperature distribution in hilly and mountainous area by means of a

stepwise multiple regression analysis: a feature of maximum air temperature distribution was decided by

mean elevation in the whole year; a feature of minimum air temperature distribution was decided by mean

elevation in weaker season of radiative cooling intensity, but a feature in stronger season of radiative cooling

intensity was decided by a degree of geographical complexity; minimum air temperature was comparatively

high in valleys having large rivers even if stronger season of radiative cooling intensity; a feature of mean air

temperature distribution was similar to a feature of minimum air temperature distribution.

It was clarified appropriate mesh resolution by comparison between air temperature maps on the 50m and

1km meshes.  The features of both air temperature distributions of monthly maximum and monthly mean on

the maps are similar in all seasons.  Notably, the average difference between monthly air temperatures inside

of the 1km mesh may be more over 3℃, since the area with a single mesh cell may contain more over 400m

variation in elevation.  The features of monthly minimum air temperature distributions on the 50m and 1km
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meshes are dissimilar in stronger seasons of radiative cooling intensity at particular higher elevations but in

weaker seasons of radiative cooling intensity features are similar.  Then the thermal belt did not appear in

the 1km mesh maps of minimum monthly air temperature at those times.

A new method is developed to estimate monthly mean air temperature using two different data sets: data

measured over a short period at estimation sites, and data measured by the permanent meteorological obser-

vatory adjacent to estimation sites.  The method developed involves estimating air temperature from the air

temperature difference at an estimation site and at a permanent observation site.  The air temperature is

converted to potential temperature for compiling more accurate meteorological grid data estimated by a mul-

tiple regression analysis with the explanatory variates computed from the digital terrain model.  Difference of

the potential temperature is partitioned into two contributing factors: an impact degree influenced by radia-

tive cooling intensity at the estimation site (TESC), and an impact degree influenced by radiative cooling inten-

sity at the permanent observation site (TSSC).  A new meteorological scale “RCS (Radiative Cooling Scale)”

proposed in the present study represents strength of the radiative cooling intensity determined from differ-

ence in potential temperature between an upper air pressure surface and the ground surface, since values of

TESC and TSSC are related to the strength of radiative cooling intensity.  The RCS values in optional area is

estimated by the multiple regression equation using three meteorological variables: the percentage of possi-

ble sunshine, daily range in temperature, and average nocturnal wind speed from UTC 1000 to 1200.  The

equation is formulated from observed data for 10 years (1990-1999) at Tateno aerological observatory in

Ibaraki prefecture, Japan.  The model used to estimate TESC is a linear expression that uses RCS as a vari-

able.  TSSC is also correlated with RCS.  However, the model used to estimate TSSC is a multiple regression

equation that uses similar explanatory variates as those used in the RCS model for more accuracy, since

meteorological data is measured directly.  Using the new method, it was estimated the root mean square

error (RMSE) of monthly differences of the potential temperature in hilly areas to be 0.21 K.

It was clarified the real states of solar radiation distribution in hilly and mountainous areas using 50m mesh

solar radiation maps.  Amount of solar radiation on slope was increasing with declination of solar altitude.

Amount of solar radiation on the 50m and 5m meshes was similar in hilly and mountainous area.  However,

possible sunshine duration on 50m meshes may be shorter three hours than on 5m meshes.

It was developed a new method for estimating daily, five-day, ten-day and monthly means of hourly direct

and diffuse solar radiation to compiled mesh solar radiation maps more easily.  The essence of the method is

the estimation of two important factors related to solar radiation, atmospheric transmittance and a dimension-

less parameter, using empirical and physical equations and data from general meteorological observation sta-

tions.  This method estimated the RMSE (Root Mean Square Error) of hourly direct and diffuse solar radia-

tion to be approximately 0.0～0.2MJ/･m-2･h-1 for all mean period.

It was proposed some guides to utilize mesh meteorological data maps for agricultural activity in hilly and

mountainous area with concrete examples: estimation of variety of air temperature existing in hilly and

mountainous areas; estimation of a relationship at greenhouse for rose cultivation between productivity and

difference of minimum air temperature; estimation of properties of eight kinds of soil under equal amount of

solar radiation; Developing of cartography of leaf blast disease occurrence risk map using meteorological data

and patrol data.

It was proposed that effective utilization of meteorological variety in hilly and mountainous areas would be

efficient to enhance agricultural productivity and to practice precise agricultural activity using Geographical

Information System (GIS) with some local data detailed.  The detailed assessing of meteorological condition in
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target area is absolutely essential for effective utilization of meteorological variety and utilization of mesh

meteorological data maps is an effective means for assessing areal meteorological condition.  Systematic agri-

culture based on an idea which compares all farms existing in the whole area to one farm would be most

appropriate agricultural form in hilly and mountainous areas.
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